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１．食料・農業・農村基本法における
「持続可能な農業の確立」の位置づけ



○ 現行基本法上の条文上の扱い

－ 農業・農村が有する外部経済効果を「多面的機能」と定義し、「多面的機能の発
揮」を「食料の安定供給の確保」と並ぶ基本理念として位置づけ。 （第３条）

－ その上で、農業の持続的発展（第４条）とその基盤である農村の振興（第５
条）に多面的機能の重要性、発揮を明確に位置づけ。 （第４条、第５条）

－ 食品産業の健全な発展を図る上で、製造・加工・流通・外食それぞれの過程にお
ける環境への負荷の低減及び資源の有効利用の確保に配慮することの必要性を留
意事項として位置づけ。 （第17条）

ー 農業の自然循環機能の維持増進を図るため、農薬及び肥料の適正な使用の確
保、家畜排せつ物等の有効利用による地力の増進等を図る必要がある旨を施策の
基本方向として規定し、環境との調和を目指す農業のあり方について明記。

（第32条）

ー 中山間地域等は、生産条件の不利性から適切な農業生産活動が継続できなくな
る恐れが高く、そうした場合には多面的機能が損なわれることが予想されるため、多
面的機能の確保を特に図る必要があることを位置づけ。 （第35条）

○ 基本法制定前後の想定と課題

－ 旧農業基本法は、産業としての農業の役割に限定していたが、現行基本法は基
本法制定当時の貿易の自由化等の情勢を踏まえ、国民の視点から農業の果たす
役割を再定義。

－ 当時の農産物貿易自由化の流れの中で、農業が有する外部経済効果にも着目
すべきという議論が行われており、OECDなどを中心に「多面的機能」という概念が打
ち出され現行基本法もこの概念を採用。

－ その後、地球温暖化対策の議論等が進む中、農業がもたらす環境負荷についての
認識も高まっていく中で、食料供給も生態系が有する一つの機能とする生態系サー
ビスに国際的に議論が発展。

ー さらに、近年においては、自然資本を持続可能とする必要性の議論に加え、社会資
本とのパートナーシップの議論も進められており、農業もこれらに積極的に貢献するこ
とが求められている。 3

食料・農業・農村基本法における「多面的機能の発揮」と「自然循環機能」の位置づけ
食料・農業・農村基本法（関係部分抜粋）

第一章 総則
（多面的機能の発揮）
第三条 国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の継承

等農村で農業生産活動が行われることにより生ずる食料その他の農産物の供給の機
能以外の多面にわたる機能（以下「多面的機能」という。）については、国民生活
及び国民経済の安定に果たす役割にかんがみ、将来にわたって、適切かつ十分に発
揮されなければならない。

（農業の持続的な発展）
第四条 農業については、その有する食料その他の農産物の供給の機能及び多面的機能

の重要性にかんがみ、必要な農地、農業用水その他の農業資源及び農業の担い手が
確保され、地域の特性に応じてこれらが効率的に組み合わされた望ましい農業構造
が確立されるとともに、農業の自然循環機能（農業生産活動が自然界における生物
を介在する物質の循環に依存し、かつ、これを促進する機能をいう。以下同じ。）
が維持増進されることにより、その持続的な発展が図られなければならない。

（農村の振興）
第五条 農村については、農業者を含めた地域住民の生活の場で農業が営まれているこ

とにより、農業の持続的な発展の基盤たる役割を果たしていることにかんがみ、農
業の有する食料その他の農産物の供給の機能及び多面的機能が適切かつ十分に発揮
されるよう、農業の生産条件の整備及び生活環境の整備その他の福祉の向上により、
その振興が図られなければならない。

第二章 基本的施策
第二節 食料の安定供給の確保に関する施策
（食品産業の健全な発展）
第十七条 国は、食品産業が食料の供給において果たす役割の重要性にかんがみ、その

健全な発展を図るため、事業活動に伴う環境への負荷の低減及び資源の有効利用の
確保に配慮しつつ、事業基盤の強化、農業との連携の推進、流通の合理化その他必
要な施策を講ずるものとする。

第三節 農業の持続的な発展に関する施策
（自然循環機能の維持増進）
第三十二条 国は、農業の自然循環機能の維持増進を図るため、農薬及び肥料の適正な

使用の確保、家畜排せつ物等の有効利用による地力の増進その他必要な施策を講ず
るものとする。

第四節 農村の振興に関する施策
（中山間地域等の振興）
第三十五条 （略）
２ 国は、中山間地域等においては、適切な農業生産活動が継続的に行われるよう農業

の生産条件に関する不利を補正するための支援を行うこと等により、多面的機能の
確保を特に図るための施策を講ずるものとする。



「持続可能な農業」をとりまく国際動向と農林水産施策の変遷
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2000

G7広島サミット（R5）

生物多様性基本法（H20）

気候変動適応計画(H30)、改定(R元)

SDGs推進本部(H28)

食料・農業・農村基本法（H11）

環境関連３法（H11）

農林水産省生物多様性戦略（H19）、改定（H24）

農林水産省気候変動適応計画(H27)、改定(R3)

農林水産省地球温暖化対策計画(H29)、改定(R3)

バイオマス活用推進
基本計画（R4）

・MDGs採択 ・世界の食料安全保障に関するG8首脳声明を採択 ・SDGs採択

・適応策を法的に位置づけ

・生物多様性の保全と持続的な利用に関する政策の基本方向を示す

・再生可能エネルギー
の固定買取制度開始

・国内における地球温暖化対策を推進するための枠組み

・政府に推進本部を設置

・食料・農林水産業の生産力向上と
持続性の両立をイノベーションで実現

・再生可能エネルギー発電の促進

・国産バイオ燃料の生産の拡大

・多面的機能の発揮（3条）
・自然循環機能の維持増進（32条）

・関係府省が協力して、バイオマスを利活用

・持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律
・肥料取締法の一部を改正する法律
・家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律

・バイオマスの活用を推進

・みどり戦略の実現に向けた
新たな法的枠組み

・バイオマスの活用を推進

カルタヘナ法（H15）

生物多様性地域連携促進法（H22）

地球温暖化対策計画(H26)、改定(R元)

バイオマス活用推進基本法（H21）

京都議定書目標達成計画（H17）

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略(H31)、改定(R３)

みどりの食料システム法
（R4）

農山漁村再生可能エネルギー法（H25）

H17

2005

H22

2010

H27

2015

R2

2020

R4

2022

（気候変動） COP26（R3）

COP27（R4）

・先進国の排出量について法的拘束力のある数値目標を設定

・2020年以降の枠組みとして、全て
の国が参加する制度の構築に合意
・世界共通の長期目標として2℃目標
を設定。1.5℃に抑える努力を追求。

パリ協定採択（COP21）（H27）
京都議定書採択（COP3）（H9）

（生物多様性）
・遺伝子組換え生物の国境を超える移動による、生物多様性の保全
及び持続可能な利用への悪影響を防止するための国際ルールを規定

・戦略計画2011-2020（愛知目標）を採択
・遺伝資源の利益配分に関する名古屋議定書を採択 ・昆明・モントリオール生物多様性枠組を採択

生物多様性条約COP15（R3、R4）
生物多様性条約COP10（H22）カルタヘナ議定書採択（H12）

FIT制度（H24） 気候変動適応法（H30）

地球温暖化対策の推進に関する
法律（H10）、改定（R３）

国連ミレニアムサミット（H12） G8洞爺湖サミット（H20） 国連サミット（H27）

（多面的機能） OECD農業大臣会合
（H10）

・農業大臣コミニュケにおいて、
多面的機能が初めて公式に表明。

・多面的機能の概念分析のレポート(H13）
・多面的機能についての政策手段レポート（H15）

OECDレポート（H13、H15）

ミレニアム生態系評価（MA） （H13～H17 ）

・「生態系サービス」の概念が浸透 ・IPBES=生物多様性及び生態系サービスに関する政府間プラットフォーム

IPBES設立（H24）

農林漁業バイオ燃料法（H20）

バイオマスニッポン総合戦略（H14）、改定（H18）

中山間地域等直接支払交付金（H12）

農地・水・環境保全
向上対策（H19） 環境保全型農業直接支援対策（H23）

日本型直接支払（H26）

農地・水保全管理支払（H23）

農業の有する多面的機能の発揮の
促進に関する法律（H26）

みどりの食料システム戦略（R3）

京都議定書の６％削減約束を確実に達成する
ために必要な措置を定めるものとして策定

生物多様性国家戦略（H７）

・生物の多様性に関する条約に基づき国ごとに作成する基本計画

次期生物多様性国家戦略の検討（R２）

・グローバル・メタンプレッジ立上げ

・COP15を踏まえ、改定を検討中・地域における多様な主体の有機的な連携による生物多様性保全活動の促進

次期農林水産省生物多様性
戦略の検討（R2） 4



みどりの食料システム戦略（具体的な取組）
～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～

➢ 地産地消型エネルギーシステムの構築

➢ 改質リグニン等を活用した高機能材料の開発

➢ 食品残渣・汚泥等からの肥料成分の回収・活用

➢ 新たなタンパク資源（昆虫等）の利活用拡大

１.資材・エネルギー調達における脱輸入・
脱炭素化・環境負荷軽減の推進

（１）持続可能な資材やエネルギーの調達

調達

（２）地域・未利用資源の一層の活用に向けた取組

～期待される取組・技術～

（１）高い生産性と両立する持続的生産体系への転換
（２）機械の電化・水素化等、資材のグリーン化
（３）地球にやさしいスーパー品種等の開発・普及
（４）農地・森林・海洋への炭素の長期・大量貯蔵
（５）労働安全性・労働生産性の向上と生産者のすそ野の拡大
（６）水産資源の適切な管理

～期待される取組・技術～

➢ 電子タグ（RFID）等の技術を活用した商品・物流情報のデータ連携

➢ 需給予測システム、マッチングによる食品ロス削減

➢ 非接触で人手不足にも対応した自動配送陳列

3.ムリ・ムダのない持続可能な

加工・流通システムの確立

～期待される取組・技術～

加工・流通

（３）長期保存、長期輸送に対応した包装資材の開発

➢ 国産品に対する評価向上を通じた輸出拡大

4.環境にやさしい持続可能な

消費の拡大や食育の推進

（１）食品ロスの削減など持続可能な消費の拡大
（２）消費者と生産者の交流を通じた相互理解の促進
（３）栄養バランスに優れた日本型食生活の総合的推進
（４）建築の木造化、暮らしの木質化の推進
（５）持続可能な水産物の消費拡大

～期待される取組・技術～

生産

等

等 等

等

➢ 健康寿命の延伸に向けた食品開発・食生活の推進

✓ 雇用の増大
✓ 地域所得の向上
✓ 豊かな食生活の実現

➢ 農林業機械・漁船の電化等、脱プラ生産資材の開発
➢ バイオ炭の農地投入技術

➢ エリートツリー等の開発・普及、人工林資源の循環利用の確立

➢ 海藻類によるCO₂固定化（ブルーカーボン）の推進

➢ 外見重視の見直し等、持続性を重視した消費の拡大

（４）脱炭素化、健康・環境に配慮した食品産業の競争力強化

（１）持続可能な輸入食料・輸入原材料への切替えや
環境活動の促進

（２）データ・AIの活用等による加工・流通の合理化・適正化

（３）資源のリユース・リサイクルに向けた体制構築・技術開発

２.イノベーション等による持続的生産体制の構築

➢ スマート技術によるピンポイント農薬散布、病害虫の総合
防除の推進、土壌・生育データに基づく施肥管理

消費

・持続可能な農山漁村の創造
・サプライチェーン全体を貫く基盤技術の
確立と連携（人材育成、未来技術投資）
・森林・木材のフル活用によるCO2吸収と
固定の最大化
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新技術の提供等を行う事業者環境負荷低減に取り組む生産者

【支援措置】

生産者だけでは解決しがたい技術開発や市場拡大等、機械・資材

メーカー、支援サービス事業体、食品事業者等の取組に関する計画

（基盤確立事業実施計画）

・ 上記の計画制度に合わせて、必要な機械・施設等に対する投資促進税制、機械・資材メーカー向けの日本公庫資金を新規で措置

• 必要な設備等への資金繰り支援(農業改良資金等の償還期間の延長(10年→12年)等)

• 行政手続のワンストップ化＊ (農地転用許可手続、補助金等交付財産の目的外使用承認等)

• 有機農業の栽培管理に関する地域の取決めの促進＊

• 必要な設備等への資金繰り支援 (食品流通改善資金の特例)

• 行政手続のワンストップ化 (農地転用許可手続、補助金等交付財産の目的外使用承認)

• 病虫害抵抗性に優れた品種開発の促進 (新品種の出願料等の減免)

生産者やモデル地区の環境負荷低減を図る取組に関する計画

（環境負荷低減事業活動実施計画等）

【支援措置】

・ 生産者、事業者、消費者等の連携 ・ 技術の開発・活用 ・ 円滑な食品流通の確保 等

※環境負荷低減：土づくり、化学肥料・化学農薬の使用低減、温室効果ガスの排出量削減 等

・ 関係者の理解の増進

・ 環境負荷低減に資する調達・生産・流通・消費の促進

制度の趣旨

国が講ずべき施策

・ 国・地方公共団体の責務（施策の策定・実施）

みどりの食料システムに関する基本理念

関係者の役割の明確化

基本方針（国）

基本計画（都道府県・市町村）

みどりの食料システム法※のポイント

・ 技術開発・普及の促進

・ 環境負荷低減の取組の見える化 等

・ 生産者・事業者、消費者の努力

協議 同意

申請 認定

申請 認定

みどりの食料システムの実現 ⇒ 農林漁業・食品産業の持続的発展、食料の安定供給の確保

＊モデル地区に対する支援措置

※ 環境と調和のとれた食料システムの確立のための
環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律
（令和４年法律第37号、令和４年７月１日施行）
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○ みどりの食料システム戦略では、温室効果ガス削減、環境保全、食品産業等における14のKPIを設定。
○ 2050年の目指す姿の実現に向けて、中間目標として、2030年目標も設定。

みどりの食料システム戦略のKPIと目標設定

「みどりの食料システム戦略」KPIと目標設定状況

KPI 2030年 目標 2050年 目標

温
室
効
果
ガ
ス
削
減

①
農林水産業のCO₂ゼロエミッション化
(燃料燃焼によるCO2排出量) 1,484万t-CO2（10.6％削減） ０万t-CO2(100%削減)

② 農林業機械・漁船の電化・水素化等技術の確立

既に実用化されている化石燃料使用量削減に資する
電動草刈機、自動操舵システムの普及率：50%

２
０
４
０
年

技
術
確
立

高性能林業機械の電化等に係るTRL
TRL 6：使用環境に応じた条件での技術実証
TRL 7：実運転条件下でのプロトタイプ実証

小型沿岸漁船による試験操業を実施

③ 化石燃料を使用しない園芸施設への移行 加温面積に占めるハイブリッド型園芸施設等の割合：50％ 化石燃料を使用しない施設への完全移行

④
我が国の再エネ導入拡大に歩調を合わせた、
農山漁村における再エネの導入

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁業の健全な
発展に資する形で、我が国の再生可能エネルギーの導入拡大に
歩調を合わせた、農山漁村における再生可能エネルギーの導入を
目指す。

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁
業の健全な発展に資する形で、我が国の再生可能エ
ネルギーの導入拡大に歩調を合わせた、農山漁村に
おける再生可能エネルギーの導入を目指す。

環
境
保
全

⑤ 化学農薬使用量（リスク換算）の低減 リスク換算で10％低減 11,665(リスク換算値)（50％低減）

⑥ 化学肥料使用量の低減 72万トン(20％低減) 63万トン（30％低減）

⑦ 耕地面積に占める有機農業の割合 6.3万ha 100万ha（25％）

食
品
産
業

⑧ 事業系食品ロスを2000年度比で半減 273万トン（50％削減）

⑨ 食品製造業の自動化等を進め、労働生産性を向上 6,694千円/人（30％向上）

⑩ 飲食料品卸売業の売上高に占める経費の縮減 飲食料品卸売業の売上高に占める経費の割合：10％

⑪
食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料調
達の実現

100％

林
野

⑫
林業用苗木のうちエリートツリー等が占める割合を拡大

高層木造の技術の確立・木材による炭素貯蔵の最大化
エリートツリー等の活用割合：30％ 90％

水
産

⑬ 漁獲量を2010年と同程度（444万トン）まで回復 444万トン

⑭
二ホンウナギ、クロマグロ等の養殖における人工種苗比率

養魚飼料の全量を配合飼料給餌に転換

13% 100％

64％ 100％
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２．基本法制定以降の情勢の変化

(1) 多面的機能に関する国際的な議論の変遷

ー 1990年代に農業の意義として、食料供給以外の外部経済効果に着目した「多面的機
能」論が普及。

ー その後、持続可能性に関する議論が進む中で、農業も生態系の一部であり、生態系の
有する各種サービス間には一部トレードオフ関係があるとする「生態系サービス」論が主流と
なってきている。
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多面的機能に係る国際的議論の変遷

○ 1992年、OECD農業大臣会合や地球サミットで、農業の多面的機能という言葉が使用された。1998年、OECD農業大臣コミュニケにおいて、農業の多
面的機能を初めて公式に表明。その後、OECDにおいて、多面的機能の概念分析や政策手段に関するOECDレポートが公表された。

○ 1999年、基本法において、「国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の継承等農村で農業生産活動が行われることに
より生ずる食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわたる機能」を多面的機能と位置づけ。

○ 農業の多面的機能の貨幣評価については、「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について」（大臣諮問（2001年11
月 日本学術会議答申））において試算されている。

1992 OECD農業大臣会合において、農業の多面的機能という言葉
が初めて公式の場で使われた。

1992 国連環境開発会議（地球サミット）において、農業の多面的
機能がアジェンダ21の文書に盛り込まれた。

1998 OECD農業大臣コミュニケにおいて、多面的機能が初めて公式
に表明。
「農業活動が食料や繊維の供給という基本的機能を超えて、
景観を形成し、国土保全や再生可能な天然資源の持続的管
理、生物多様性の保全といった環境便益を提供し、多くの農村
地域の社会経済的な存続に貢献し得ることが認識。」

1999 OECD農業委員会において、多面的機能の分析作業が開始。

1999 WTOシアトル閣僚会議において、河野外務大臣（当時）が
「農業については、食料安全保障、輸出入国間の権利義務の
バランスの回復に加え、農業の多面的機能への配慮が重要」と
演説。

2001 OECDレポート（多面的機能の概念分析のレポート）を公表。

2003 OECDレポート（多面的機能についての政策手段のレポート）
を公表。
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多面的機能に係る国際的な議論 農業の多面的機能の貨幣評価の試算結果

機能の種類 評価額 評価方法

洪水防止機能 3兆4,988億円/年 水田及び畑の大雨時における貯水能力
を、治水ダムの減価償却費及び年間維
持費により評価（代替法）

河川流況安定機能 1兆4,633億円/年 水田のかんがい用水を河川に安定的に還
元する能力を、利水ダムの減価償却費及
び年間維持費により評価（代替法）

地下水涵養機能 537億円/年 水田の地下水涵養量を、水価割安額（
地下水と上水道との利用料の差額）によ
り評価（直接法）

土壌侵食(流出)防止機能 3,318億円/年 農地の耕作により抑止されている推定土
壌侵食量を、砂防ダムの建設費により評
価（代替法）

土砂崩壊防止機能 4,782億円/年 水田の耕作により抑止されている土砂崩
壊の推定発生件数を、平均被害額により
評価（直接法）

有機性廃棄物分解機能 123億円/年 都市ゴミ、くみ取りし尿、浄化槽汚泥、下
水汚泥の農地還元分を最終処分場を建
設して最終処分した場合の費用により評
価（代替法）

気候緩和機能 87億円/年 水田によって1.3℃の気温が低下すると仮
定し、夏季に一般的に冷房を使用する地
域で、近隣に水田がある世帯の冷房料
金の節減額により評価（直接法）

保健休養・やすらぎ機能 2兆3,758億円/年 家計調査のなかから、市部に居住する世
帯の国内旅行関連の支出項目から、農
村地域への旅行に対する支出額を推定
（家計支出）

資料：日本学術会議「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価について(答申）」
三菱総合研究所 ｢地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の評価に関する調査研究報告書」

注１：農業の多面的機能のうち、物理的な機能を中心に貨幣評価が可能な一部の機能について、
日本学術会議の特別委員会等の討議内容を踏まえて評価を行ったものである。

注２：機能によって評価手法が異なっていること、また、評価されている機能が多面的機能全体のうち
一部の機能にすぎないこと等から、合計額は記載していない。

注３：保健休養・やすらぎ機能については、機能のごく一部を対象とした試算である。



生態系サービスに係る国際的議論
○ 2001年以降、ミレニアム生態系評価（MA）が行われ、農業もエコシステムの一部とする「生態系サービス」の概念が国際的に浸透し始めた。
○ 生態系サービスの概念では農業による「食料供給サービス」も１つのサービスという位置づけ。
○ 生態系サービスの概念では、１つの生態系サービスを追求した場合、別の生態系サービスに悪い影響をもたらす場合（トレードオフ）があるとされており、農

業が国土保全や自然環境にマイナスの影響を与える可能性もある。
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生態系サービスの分類

供給サービス

1 食料（例：魚、肉、果物、きのこ）

2 水（例：飲用、灌漑用、冷却用）

3 原材料（例：繊維、木材、燃料、飼料、肥料、鉱物）

4 遺伝資源（例：農作物の品種改良、医薬品開発）

5 薬用資源（例：薬、化粧品、染料、実験動物）

6 観賞資源（例：工芸品、観賞植物、ペッ卜動物、ファッション）

調整サービス

7 大気質調整（例：ヒートアイランド緩和、微粒塵・化学物質などの捕捉）

8 気候調整（例：炭素固定、植生が降雨量に与える影響）

9 局所災害の緩和（例：暴風と洪水による被害の緩和）

10 水量調整（例：排水、灌漑、干ばつ防止）

11 水質浄化

12 土壌浸食の抑制

13 地力（土壌肥沃度）の維持（土壌形成を含む）

14 花粉媒介

15 生物学的コントロール（例：種子の散布、病害虫のコントロール）

生息・生育地サービス
16 生息・生育環境の提供

17 遺伝的多様性の維持（特に遺伝子プールの保護）

文化的サービス

18 自然景観の保全

19 レクリエーションや観光の場と機会

20 文化、芸術、デザインへのインスピレーション

21 神秘的体験

22 科学や教育に関する知識

資料：環境省「TEEB報告書普及啓発用パンフレット「価値ある自然」」

生態系サービスの分類

2001
～
2005

国連主導のもと、95か国の1,360人の専門家が参
加し、ミレニアム生態系評価(MA：Millennium 
Ecosystem Assessment)が行われ、「生態系
サービス」の概念が浸透。

2012 IPCCの生物多様性版と呼ばれる「IPBES」
(Intergovernmental Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services (生物
多様性及び生態系サービスに関する政府間プラット
フォーム))が設立。

2017 IPBES第5回総会において、「生態系サービス」とい
う概念は「自然がもたらすもの（Nature‘s 
contributions to people; NCP）」という概念に
移行しつつあり、この新しい概念を現在および今後
IPBESで行われる各アセスメントに用いていくことが明
記された。（出典：環境省HP）

生態系サービスに係る国際的な議論



多面的機能と生態系サービス
○ 生態系サービスでは、農業の有する外部不経済にも着目。
○ 多面的機能では農業の有する外部経済効果に着目しているが、生態系サービスでは農業も生態系の持つサービスの１つ。
○ 学術的にも、食料供給を含む様々な機能が生態系（自然資本）に属するという考えが主流になっている。
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多面的機能 生態系サービス

基本的考え

農業生産活動が行われること
により生ずる、食料供給以外
の外部経済効果としての様々
な機能

生態系が様々な機能を有する
1. 供給サービス（食料・木材

等原材料、水など）
2. 調整サービス（大気、水質、

気候、土壌など）
3. 生息・生育地サービス（生

息地、遺伝資源）
4. 文化的サービス（景観、レク

リエーションなど）

食料供給機
能と他の機
能の関係

食料その他の農産物の供給
機能以外の機能（農業が行
われればプラスの外部経済が
発生）

食料供給も生態系の機能の１
つ。各機能はトレードオフの関係
にある場合もある。
（農業が国土保全や自然環境
にマイナスの影響を与える可能性
も）

多面的機能と生態系サービス

資料：農林水産政策研究 第25号（2016.1）
國井大輔; 「農業・農村の多面的機能と生態系サービスの定義と評価手法に関する整理」
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２．基本法制定以降の情勢の変化

(2) 持続可能な開発目標における

食料・農業の位置づけと各国の動き

ー 持続可能な開発目標（SDGs）で設定された17のゴールは、「飢餓」、「水・衛生」、
「雇用」、「生産・消費」、「気候変動」、「生物多様性」など、食料や農業に関連するゴー
ル・ターゲットが多い。

ー SDGs等の世界的な議論に呼応し、EUの「ファーム to フォーク（農場から食卓まで）戦
略」など、世界各国において持続可能性を意識した食料・農業施策が進展。
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パートナーシップ

社会

※自然資本（ナチュラルキャピタル）：自然環境を国民の生活や企業の経営基盤を支える重要な資本の
一つとして捉える考え方。森林、土壌、水、大気、生物資源など、自然によって形成される資本のこと。

生物圏

経済

Social Capital（社会資本）

◼ SDGs

成長・雇用 イノベーション 不平等 生産・消費

貧困 都市 平和 エネルギー 健康・福祉 教育 ジェンダー 飢餓

陸上資源 海洋資源 水・衛生 気候変動

実施手段

Natural Capital（自然資本）

SDGs（持続可能な開発目標）

○ SDGsは、2015年9月の国連サミットにおいて、「誰一人取り残さない（leave no one behind）」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の
目標として採択された。貧困、飢餓、不平等、気候変動、平和と公正など、人類が直面するグローバルな諸課題に対して17のゴールを設定。

○ 17のゴールは、「飢餓」、「水・衛生」、「雇用」、「生産・消費」、「気候変動」、「生物多様性」など、環境保護などの生物圏に関するゴールだけでなく、経
済・社会に関するゴール・ターゲットも包括しており食料や農業に関連する目標は中核をなす。

目標２ 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

2.1 飢餓を撲滅

2.3 小規模食料生産者の農業生産性及び所得を倍増

2.4 
生産性向上、生産量増大、生態系維持、気候変動への適応、土壌の質の
改善をするような、持続可能な食料生産システムを確保

2.c 
食料価格の極端な変動に歯止めをかけるため、食料市場の適正な機能を
確保

目標６ すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

6.3 有害な化学物質や物質の放出の最小化

6.6 水に関連する生態系の保護・回復

目標８ 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが
いのある人間らしい雇用(ディーセント・ワーク)を促進する

8.7 強制労働を根絶

目標12 持続可能な生産消費形態を確保する

12.3 小売・消費レベルにおけるフードロスの半減、収穫後損失の減少

12.4 化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出削減

目標13 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

13.1 気候関連災害へのレジリエンスと適応力の強化

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略、計画に盛り込む

目標15 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠
化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

15.3 土壌を回復

15.9 生態系と生物多様性の価値を、国や地方の戦略に組み込む
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食料・農業に関連するSDGsのゴールとターゲット（例）

資料：外務省HP「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（仮訳）」より抜粋



持続可能な食料・農業に向けた世界の動き（EU等）

○ EUは、2020年5月、持続可能な食料システムへの包括的なアプローチを示した「ファーム to フォーク（農場から食卓まで）戦略」を公表。2030年を目標
年とする具体的な数値目標を設定。

○ EU離脱後のイングランドは、CAP下において中心的役割を果たしてきた「直接支払（農地面積当たり）」を順次縮減の上、廃止し、環境の維持・向上に
資する土地管理等に財政資金を提供する環境土地管理政策（ELM）を順次導入（2024年から完全展開予定）。

○ 各国で、農業生産と環境保全・人権配慮などの持続可能性との両立を図る、持続可能な食料・農業に向けた取組が進展。

EU

◆森林デュー・ディリジェンス法 (2022年12月実質合意）
 大豆、牛肉、パーム油、木材、カカオ、コーヒー、ゴムやこれらを原料とする一部の
皮革、チョコレート、家具などの派生製品などを対象に、「森林減少フリー」であるこ
とと生産国の法令を順守していることを確認し、EU加盟国当局への報告書の届出
義務を課すもの。今後、欧州理事会・欧州議会で正式に採択予定。

◆低炭素ラベル (2018年11月）

 温室効果ガスの削減や炭素吸収を推進するプロジェクトを認定し、経済的に評価
するラベル（環境省）。農業分野では、生垣の作成、家畜排泄物回収（永久
草地化等）、マメ科植物の使用（化学肥料削減）、飼料の輸入削減等を実
施。クレジット化により、CO2排出量のオフセットを希望する企業や自治体から、
資金的な支援の受け取りが可能。実績は農業関係のみで２年間で1300者。

フランス

英国

◆環境土地管理政策（ELM）(2024年から完全展開予定)
 EU離脱後のイングランドにおいては、環境・持続可能性に係る課題の重要性の高まり、生

産性に係る問題意識等を踏まえ、新たな農業政策を展開。
 特にこれまでCAP下の農業支援において中心的役割を果たしてきた「直接支払い（農地
面積当たり）」は、「的の絞られていない」支援であり農業者の生産性向上阻害要因と
なっている等として、移行期間（2021年から2028年）を通じて順次縮減の上廃止。

 それに代わる新たなアプローチとして「公的資金を公共財に」の考えの下、環境の維持・向
上に資する土地管理等に財政資金を提供する環境土地管理政策（ELM:
Environmental Land Management）を導入検討中。

 支援対象となる取組としては、「清浄で豊富な水」、「植物や野生生物の繁栄」、「環境ハ
ザードの減少やそれからの保護」、「気候変動の緩和と適応」、「景観等の美しさ、歴史
的遺産、環境との関わり」等に貢献する土地管理等への取組が挙げられる。

◆ファーム to フォーク（農場から食卓まで）戦略 (2020年5月)
 欧州委員会は、欧州の持続可能な食料システムへの包括的なアプローチを示

した戦略を公表。
 今後、二国間貿易協定にサステナブル条項を入れる等、国際交渉を通じてEU

フードシステムをグローバル･スタンダードとすることを目指している。
 次の数値目標(目標年：2030年)を設定。
• 化学農薬の使用及びリスクの50％削減
• 一人当たり食品廃棄物を50％削減
• 肥料の使用を少なくとも20％削減
• 家畜及び養殖に使用される抗菌剤販売の50％削減
• 有機農業に利用される農地を少なくとも25％に到達 等

◆農業・ 食料・森林未来法（2014年）

 政府によって定められた食料政策の枠組みの中で、すべての人々が経済的及
び社会的に受け入れられる条件の下で生産された、安全で、健康的で、多様
で、高品質かつ十分な食料への人々のアクセスを確保し、雇用を促進し、環境
及び景観を保護し、並びに気候変動の緩和及び適応に貢献すること。
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◆ 農業食品法（2018年11月）

 団体給食に、環境に配慮した食品および品質保証された食品を50％使用、うち
20%を有機とする。

◆森林リスク産品のデュー・ディリジェンス法 (2021年12月）
 牛肉、皮革、ゴム、大豆、ココア、パームオイルなど、農地開発のために森林破壊を引き起こす

可能性のある一次産品（森林リスク産品）を取り扱う一定規模以上の大企業にデュー・ディ
リジェンスの実施と公表を義務付け。



持続可能な食料・農業に向けた世界の動き（米国、アジア）

○ 米国は、2020年2月（トランプ政権下）、2050年までの農業生産量40％増加と環境フットプリント50%削減の同時達成を目標に掲げた「農業イノ
ベーションアジェンダ」を公表。さらに、技術開発を主軸とした数値目標を設定。

○ バイデン政権となった2021年2月にはパリ協定に復帰するなど気候変動対策に積極的に対応。
○ 中国では、2020年3月、国家発展改革委員会及び司法部により「生産・消費法政策システムの構築の加速に関する意見」が発出され、農業農村部は

「農業におけるグリーン開発の推進」として環境政策を積極的に実施。
○ 韓国では、農産物の生産過程において温室効果ガス排出を削減した生産者又は団体に低炭素認証を与える制度を2014年に措置。

米国

◆農業イノベーションアジェンダ （2020年２月（トランプ政権））

 米国農務省は、2050年までの農業生産量40％増加と環境フットプリント
50%削減の同時達成を目標に掲げたアジェンダを公表。

 さらに、技術開発を主軸に以下の目標を設定。
• 2030年までに食品ロスと食品廃棄物を50％削減
• 2050年までに土壌健全性と農業における炭素貯留を強化し、農業部門の現
在のカーボンフットプリントを純減

• 2050年までに水への栄養流出を30%削減 等

◆バイデン米国大統領会見 （2021年1月27日）

「米国の農業は世界で初めてネット・ゼロ・エミッションを達成する」

国内外における気候危機対処のための大統領令 〈ファクトシート〉
• パリ協定の目標を実施し、米国がリーダーシップを発揮
• 化石燃料補助金の廃止を指示
• 気候スマート農法の採用奨励を指示 等

◆気候変動に強い商品のためのパートナーシップ
（カーボンパイロットプロジェクト） (2022年2月）

 温室効果ガス削減、炭素貯留技術を用いた農業生産方法等の実施と削減貯留
効果の測定・定量化を行うパイロットプロジェクトに資金を提供。

 気候変動に強い米国産農林水産物の市場機会の創出を図る。（第１期プロジェ
クト（2022年９月）は70のプロジェクトに総額28億ドル、第２期においては、71
プロジェクト（2022年12月）に総額3.25億ドルを投資）

◆生産・消費法政策システムの構築の加速に関する意見 (2020年3月）

 国家発展改革委員会及び司法部による環境配慮に関する指示書。
 農業農村部は「農業におけるグリーン開発の推進」として、
• 科学的施肥を精力的に推進し、化学肥料に代わる有機肥料の普及のための政策

メカニズムの確立、
• 化学農薬の削減計画の実施、
• 化学防除に代わる生物防除を促進する政策メカニズムの確立、
• 緑色作物の害虫予防・防除技術製品の普及のための研究開発支援、
• 生分解性農業用フィルムの使用促進支援、
• わらの総合利用システム改善
等を実施。

中国

◆低炭素農畜産物認証制度 (2009年（農産物は2014年開始））

 環境配慮認証又はGAP(適正農業経営)認証を取得した農産物のうち、緑肥の活
用、保温用多重カーテンの使用等19の手法で生産過程における温室効果ガス排
出を削減した農産物生産する生産者又は団体に、低炭素認証を与える制度。

 認証取得に必要なアドバイスや認証審査等に必要な資金を全額補助。期間は
２年間。対象は2022年１月時点で穀類、野菜、果樹、林産物など61品目。

韓国
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２．基本法制定以降の情勢の変化

(3) 持続可能性に関する個別課題と日本の対応

ー 農業生産活動のもたらす地球環境問題リスクの認識も進む中、持続可能な農業の実現
に向けた対策を進める必要。

ー 農業分野においても、持続可能な発展に積極的に貢献する必要があり、脱炭素化、メタ
ン排出削減、生物多様性保全等の取組を進める必要。

ー また、食品産業において、食品ロス削減や持続可能性に配慮した輸入原材料調達を進
めること等も含め、フードチェーン全体での取組が必要。
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○ 世界的な人口増に対応し、食料生産を増大させるため、「緑の革命」の下で、化石燃料を使う機械や施設の活用、化学農薬・化学肥料を使う栽培管理
などが進められてきた。一方、これらの化石燃料、化学農薬・化学肥料の不適切な使用等により温室効果ガスの発生や水質悪化に伴う、気候変動や生物
多様性への影響が懸念されている。

○ これらの背景を踏まえ、パリ協定やSDGsの採択以降、気候変動や生物多様性の保全等の地球規模の課題に取り組むことが世界の潮流となっており、我
が国でも2050年カーボンニュートラルに向け、あらゆる産業で対応が進められている中、農業においても、環境負荷を低減する産業構造への転換が不可欠
となっている。

○ 持続可能な農業の実現に向けて、みどりの食料システム戦略を軸として、より環境に配慮した農業を主流化させていくことが必要ではないか。

農業と環境とのかかわり

主な項目 気候変動・生物多様性への影響

施肥
（肥料）

• 作物に吸収されずに土壌中に残る肥料成分由来の
一酸化二窒素の発生

• 肥料の生産・調達に伴う化石燃料の使用
• 硝酸態窒素による水質悪化

防除
（農薬）

• 不適切な農薬の使用による生物多様性の損失

農業機械・加温施設等
• 化石燃料の使用による二酸化炭素の発生
• 農業機械作業による土壌の鎮圧

プラスチック資材等

• 廃棄段階での処理
• 製造段階における燃料燃焼
• マイクロプラスチックによる海洋生物等への影響
• 不適切な処理等による生態系の攪乱

家畜飼養

• 牛等反すう動物の消化管内発酵によるメタンの発生
• 家畜排せつ物処理に伴うメタン、一酸化二窒素の発

生
• 硝酸態窒素による水質汚染

ほ場管理
• 水田土壌等からのメタンの発生
• 耕起による攪乱
• 土壌粒子の流亡等による水質汚濁、富栄養化

農業生産活動と地球環境問題リスク
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土壌

河川・湖沼・地下水

CO2

一酸化二窒素 メタン

資材製造工場

土壌鎮圧

ハウス加温
成長促進 嫌気呼吸

土壌呼吸 燃料燃焼

製造時排出硝化
脱窒

げっぷ
排泄物

野焼き

プラスチック資材

マイクロプラスチック

気候変動

生物多様性

化学農薬・化学肥料の
不適切な使用

地球環境問題リスクとして指摘されている事項



気候変動に係る国際的議論の変遷
○ 1992年に採択された国連気候変動枠組条約では、大気中の温室効果ガス（二酸化炭素、メタン等）濃度の安定化が究極の目的であった。
○ 1997年に採択された京都議定書では、先進国の排出量について法的拘束力のある数値目標が設定。日本は第一約束期間に1990年比６％削減が

義務化。
○ 2015年に採択されたパリ協定では、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べ2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑えるよう努力を続けることを

目的に掲げられた。
○ 我が国においては、2021年に改定された「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」において、食料・農林水産業は、森林・農地・海洋が巨大な二酸

化炭素吸収源として期待されるなど、それ自身が吸収源となる重要な産業であり、カーボンニュートラルの実現に向けて多くの潜在的な強みを有することが明
記された。

国際的議論の変遷 国内の主な対応

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）

⚫ 大気中の温室効果ガス（二酸化炭素、メタンなど）濃度の安定化が究極の目的
⚫ 全締約国の義務 ⇒ 温室効果ガス削減計画の策定・実施、排出量の実績公表
⚫ 先進国の追加義務 ⇒ 途上国への資金供与や技術移転の推進など
⚫ CBDR（Common But Differentiated Responsibilities）の考え方

→先進国は途上国に比べて重い責任を負うべき

京都議定書

パリ協定

⚫ 先進国等が、全体で温室効果ガスの総排出量を2008～12年（第一約束期間）の
間に1990年の水準から5％削減する目標。

⚫ 先進国等はそれぞれ議定書に定められた排出削減の目標を達成することを定める。
（日本は６％削減）※ただし、第二約束期間には日本は参加していない

⚫ 京都メカニズム（共同実施、クリーン開発メカニズム、排出量取引）という制度の活用。

⚫ 京都議定書に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際
枠組み。

⚫ 歴史上はじめて、全ての国が参加する公平な合意。
⚫ 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求すること。
⚫ 主要排出国を含む全ての国が削減目標を5年ごとに提出・更新し、5年ごとに世界全体

としての実施状況を検討する仕組み（グローバル・ストックテイク）。
⚫ イノベーションの重要性の位置付け。
⚫ 二国間クレジット制度（JCM）も含めた市場メカニズムの活用。

（1992年採択1994年発効）

（1997年採択2005年発効）

（2015年採択2016年発効）

京都議定書目標達成計画（2005年（2008年改定））

⚫ 京都議定書の温室効果ガスの６％削減の確実な達成を図るための対策と施策を
規定。

⚫ 施設園芸の省エネの推進を図るほか、温室効果ガス排出削減に資する農業機械
等の利用促進、バイオディーゼル燃料を農業機械に利用するための地産地消モデ
ルの確立を図る。

パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（2019年（2021年改定））

地球温暖化対策計画（2016年（2021年改定））

⚫ 2050年カーボンニュートラルに向けた基本的考え方、ビジョン等を示す。
⚫ 食料・農林水産業は、森林・農地・海洋が巨大な二酸化炭素吸収源として期待さ
れるなど、それ自身が吸収源となる重要な産業であり、カーボンニュートラルの実現
に向けて多くの潜在的な強みを有する。

⚫ 2021年５月に、「みどりの食料システム戦略」を策定し、調達から生産、加工・流通、
消費に至るサプライチェーン全体について、労力軽減・生産性向上、地域資源の最
大活用、カーボンニュートラル、化学農薬・化学肥料の低減、生物多様性保全・再
生の点から、革新的な技術・生産体系の開発とその社会実装を推進。

⚫ 2050年カーボンニュートラル、2030年度温室効果ガス46%削減目標等の実現に
向け改定。

⚫ 施設園芸における効率的かつ低コストなエネルギー利用技術（ヒートポンプ、木質バ
イオマス利用加温設備等）の開発やその普及を促進する。また、農業機械の省
CO2化を促進する。
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燃料燃焼
1,855

石灰･尿素
施用
43

家畜の消化管
内発酵
763

家畜排せつ物
管理
239

稲作
1,200

家畜排せつ
物管理
384

農用地の土壌
581

温室効果ガスの排出状況

単位：億t-CO2 換算（2007-16年平均）
資料：IPCC 土地関係特別報告書（2019年）

◼ 世界の農林業由来のGHG排出量

農業・林業・その他土地利用
(AFOLU)

約120億t-CO2/年
（23%）

農林水産分野の排出量
5,084万t-CO2

（4.4%）
（2020年度）

農業
(Agriculture)

62億t
(11.9%)

人類の活動に由来するCO2排出量
約520億t-CO2 /年
（2007-16年平均）

林業とその他
土地利用(FOLU)

58億t
(11.1%)

単位：万t-CO2換算

＊温室効果は、CO2に比べメタンで25倍、N2Oでは298倍。
資料：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス

「日本の温室効果ガス排出量データ」を基に農林水産省にて作成

5,084万t-CO2

（2020年度）

CO2

(37.3%)

CH4

(43.5%)

N2O
(19.2%)

総排出量
11億5,000万t-CO2

（2020年度）

◼ 日本の農林水産分野のGHG排出量

○ 世界の温室効果ガス（GHG）排出量は約520億トン。そのうち農業･林業･その他土地利用（AFOLU）の排出量は約120億トンで世界の全排出量
の23%。

○ 日本の温室効果ガス（GHG）排出量は約11.50億トン。そのうち農林水産分野は5,084万トンで全排出量の4.4%。
○ 農業分野からの排出について、水田、家畜の消化管内発酵、家畜排せつ物管理等によるメタンの排出や、農用地の土壌や家畜排せつ物管理等による

N2Oの排出がIPCCにおいて指摘されている。
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日本における温室効果ガスの排出量の推移

○ 2020年度の我が国の温室効果ガス総排出量は11.50億トンで、排出量を算定している1990年以降で最少を記録。
○ 近年、農林水産分野の排出割合は４％前後で推移しており、無視できない割合を占めている。

資料：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィスのデータ「日本の温室効果ガス排出量データ （1990～2020年度）確報値」を基に農林水産省にて組替集計して作成
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0.6億t

0.5億t

0.5億t

0.5億t
0.5億t

0.5億t

0.5億t

0.5億t

0.5億t

0.1億t

0.2億t

0.2億t

0.2億t
0.2億t

0.2億t

0.2億t

0.2億t

0.2億t

10

11

12

13

14

15

1990 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

農林水産業等の温室効果ガス排出量の推移GHG排出量
（億t-CO２換算）

（年度）

12.75億t

14.09億t

13.60億t

13.22億t
13.05億t

12.92億t

12.48億t

12.12億t

11.50億t

注：食品飲料製造業については、温室効果ガスのうちエネルギー起源CO2のみの数値。

食品飲料製造業 農林水産業 その他

0

（4.7%）

（3.5%）

（3.6%）

（3.8%）
（4.0%）

（4.0%）

（3.9%）

（4.2%）

（4.4%）



農業

57%

廃棄物

12%

エネルギー

31%
農業

39%

廃棄物

20%

エネルギー
41%

農業

55%廃棄物

28%

エネルギー

17%

(凡例） 家畜消化管内発酵（牛げっぷ等） 家畜（排せつ物管理） 稲作 農業（その他） その他

農業

74%

廃棄物

14%

エネルギー

11%

米国（2020年）
EU（2020年） 豪州（2020年）印（2016年）

稲作

42%

家畜

（牛げっぷ）27%

家畜（排せつ物

管理）8%

廃棄物15％

エネルギー ７％

農業 78%
2,840万トン
（CO2換算）

65,040万トン
（CO2換算）

41,834万トン
（CO2換算）

40,954万トン
（CO2換算）

メタンの排出状況

○ メタンはCO2の25倍の温室効果を持っており、温室効果ガス削減に向け、メタン排出の削減は国際的に重要課題。
○ 農業分野のメタン排出量について、主要な諸外国と比較すると、日本の排出量は米国、EU、インドの10分の1程度、豪州の2分の1程度。但し、日本の

農業分野の排出量割合は78％と高いことから、農業分野での削減に向けた取組が重要。
○ 2021年9月の「エネルギーと気候に関する主要経済国フォーラム（MEF）」において、バイデン米国大統領が、グローバル・メタン・プレッジ（Global

Methane Pledge, 「GMP」）の立ち上げに言及し、同年11月のCOP26で正式に立ち上げ。世界全体のメタン排出量を2030年までに2020年比30％
削減することを目標とする米国・EUの共同イニシアチブで、日本も参加。

・ 世界の脱炭素化に向け、世界におけるメタン排出の削減は国際的に重要な課題。

他方、我が国は既にメタン排出削減を実現してきており、排出量は米国・EUと比較

して相当低い水準。

・ 我が国に対しては、国内でメタンの排出削減に成功した経験を優良事例として各国

に共有する等が期待されており、GMP等を通じ、世界の脱炭素化に向けて、引き続

き我が国としてリーダーシップを発揮していく。

日本（2020年度）

農業分野の排出量
2,215万トン

25,090
万トン

23,065
万トン

5,085
万トン

30,288
万トン
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8,932万トン
（CO2換算）

GMPに対する日本のスタンス

資料：日本：「日本国温室効果ガスインベントリ報告書（2022年）」、米国：インベントリ報告書（環境保護庁HP）、EU：インベントリデータ（欧州環境機関HP）、印：第3回隔年更新報告書
（国連気候変動枠組条約事務局HP）、豪州：インベントリ報告書（気候変動・エネルギー・環境・水資源省HP）に基づき、環境バイオマス政策課が作成



生物多様性に係る国際的議論の変遷
○ 1992年、特定の地域の生物種の保護等を目的とした従来の国際条約を補完し、生物の多様性を包括的に保全し、生物資源の持続可能な利用を行う

ための国際的な枠組みとして生物多様性条約が採択された。
○ 1995年、条約に基づき日本は生物多様性国家戦略を策定。それ以降、農業を生物多様性への正及び負の影響を持つものとしつつ、環境保全型農業や

有機農業の推進等の施策を通じて生物多様性と農業の調和を進めている。
○ 2000年以降、新たな技術、環境・社会問題を踏まえ、第10回締約国会議（COP10）で2020年目標（愛知目標）を決定。2021年と2022年に２

部に分けて開催された第15回締約国会議（COP15）で2030年目標（昆明・モントリオール生物多様性枠組）が採択された。

国際的な議論の変遷

生物多様性の保全に関する議論の高まり（1980年代後半）

特定の地域の生物種の保護等を目的とする従来の国際条約を補完し、
生物の多様性を包括的に保全し、生物資源の持続可能な利用を行
うための国際的な枠組みを設ける必要性が国連等において議論された。

生物の多様性に関する条約（1992年採択 1993年日本締結）

日本の主な対応

①生物多様性の保全
②生物多様性の構成要素の持続可能な利用
③遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分

を目的とした条約。2022年時点で196の国と地域が加盟。

第15回締約国会議（2021,2022）

第10回締約国会議（2010）

愛知目標の達成状況等を踏まえ2030年目標（昆明・モントリオール生物
多様性枠組）を採択。陸と海のそれぞれ30%以上を保護・保全
（30by30目標） 、環境中に流出する過剰な栄養素や化学物質等（農
薬を含む。）による汚染のリスクの削減をはじめとする23の個別目標を設定。

戦略計画2011-2020（愛知目標）を採択。
海域の10％、陸域の17%の保全をはじめとする20の個別目標を設定。

生物多様性国家戦略（1995）

⚫ 生物の多様性に関する条約第６条に基づき各国が策定する基本計画。
⚫ 本文において、水田農業は生物多様性の保全に貢献する農法であるとしつつ、経済性を重
視した化学肥料、化学農薬の不適切な利用、また、担い手の減少に伴う里山の荒廃によ
る生物多様性への悪影響を問題視。環境保全型農業の推進を明記。

⚫ 国別目標（13目標）とその達成に向けた主要行動目標（48目標）、陸域からの窒素・
リン流入負荷量等、国別目標の達成状況を測るための指標（81指標）を設定。

生物多様性基本法（2008）

⚫ 生物多様性の保全と利用に関する施策を進めるうえでの考え方が示され、農業関連では、里
山をはじめとする地域固有の生物多様性の保全、有機農業の推進、野生生物による農業
被害対策について記載。

生物多様性国家戦略2012-2020（2012）

生物多様性国家戦略2010（2010）

⚫ 第10回締約国会議を踏まえ、目標年を明示した総合的・ 段階的な目標を初めて設定。
⚫ エコファーマーの認定件数やバイオマスの利活用率をはじめとする35の数値目標を設定。

生物多様性地域連携促進法（2010）

⚫ 生物多様性の保全のための活動の促進を目的とした法律。基本方針には、農林漁業に係
る生産活動と保全活動の調和への配慮に関する記載が求められている。

次期生物多様性国家戦略に向けた検討（2020~）

⚫ 2020年から次期生物多様性国家戦略の策定に向けた検討を実施。
⚫ 農林水産省においても、2007年に策定した「農林水産省生物多様性戦略」の改定に向
けた検討会を開催しているところ。 22



生物多様性条約COP15

○ 2022年12月、生物多様性条約第15回締約国会議（生物多様性条約COP15）が開催され、2030年目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」
が採択された。

○ 農林水産関連では、持続的な農林水産業を通じ食料安全保障に貢献すること、陸と海のそれぞれ30%以上を保護・保全（30by30目標）、環境中に
流出する過剰な栄養素や化学物質等（農薬を含む。）による汚染のリスクの削減等の目標が盛り込まれた。

23

＜昆明・モントリオール生物多様性枠組の主なターゲット＞

項目 概要

保護地域等 陸地と海洋のそれぞれ少なくとも30％を保護地域及びその他の効
果的な手段により保全する（30by30目標）。

汚染 環境中に流出する過剰な栄養素や、農薬及び有害性の高い化
学物質による全体的なリスクを、それぞれ半減する。

農林水産業 農業、養殖業、水産業、林業地域が持続的に管理され、生産シ
ステムの強靭性、長期的な効率性及び生産性、並びに食料安
全保障に貢献する。

遺伝資源 DSI及び遺伝資源に係る利益配分の措置をとり、アクセスと利益
配分の制度に従い、利益配分の大幅な増加を促進する。

ビジネス ビジネス、特に、大企業や金融機関等が生物多様性に係るリスク、
生物多様性への依存や影響を開示し、持続可能な消費のために
必要な情報を提供するための措置を講じる。

廃棄量の削減 適切な情報により持続可能な消費の選択を可能とし、グローバル
フットプリントの削減や、食料の廃棄を半減、過剰消費を大幅に
削減する。

有害補助金 生物多様性に有害なインセンティブ（補助金等）の特定、及び
その廃止又は改革を行い、少なくとも年間5,000億ドルを削減す
るとともに、有益なインセンティブを拡大する。

DSI: Digital Sequence Information＝（遺伝資源の）デジタル配列情報
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化学農薬の使用状況と課題

○ 我が国は、高温多湿というアジアモンスーン地域の気候風土を背景に、品質の良い農作物を安定的に国民に供給するためには、病害虫の防除が不可欠。
○ 一方、国際的には、農業の持続性や生物多様性の観点から、化学農薬のリスク低減の動き。我が国の単位面積当たりの農薬使用量は、過去20年間で

３割程度減少しているものの、主に化学農薬による防除で対応する中、薬剤抵抗性を獲得した病害虫が発生する事態も生じており、生産環境の更なる
改善に向けた環境負荷低減が課題。

○ 化学農薬を使用しない有機農業の拡大や、化学農薬のみに依存しない発生予防を中心とした「総合防除」を推進し、化学農薬の使用によるリスクの低
減を図ることが求められている。

我が国の単位農地面積当たりの農薬使用量 病害虫の薬剤抵抗性の発生

○ 過度に農薬に依存した防除により病害虫の
薬剤耐性が発達。農薬のみに依存したのでは、
いずれ防除に困難をきたすおそれ。

・ 2015年頃からリンゴ黒星病の

基幹防除剤であるDMI剤への

耐性菌が発生

リンゴ黒星病の初期病斑（左）と幼果の病班（右）
※写真は山形県HPより引用

総合防除とは

〇 予防、判断、防除の取組を組み合わせて、化学農薬の使
用量を必要最低限に抑えつつ、経済的な被害が生じるレベ
ル以下に病害虫の発生を抑制する方法。

病害虫が発生し
にくい生産条件の
整備

予防

防除要否及び
タイミングの判断

判断

多様な防除方法
を活用した防除

防除

<例：リンゴ黒星病の総合防除>

予防：春先の越冬落葉のほ場外への持出し、又は、すき込みによる処分

判断・防除：発生予察やほ場観察に基づき、以下の防除を実施
ー薬剤散布
ー病斑部（枝・葉・果実）を速やかに除去し、ほ場周辺に

残さないように適切に処分

2000年 2020年

＜合計＞ 16.5 11.9

殺虫剤 5.6 3.6

殺菌剤 8.4 4.9

除草剤 2.3 3.4

その他 0.1 0.1

資料：FAOSTAT 単位：kg / ha

参考： オランダ 10.8 10.8
(合計) イギリス 5.6                   2.5

フランス 5.0                   3.4
韓国 13.4 10.4
台湾 10.6 13.4
米国 2.4                   2.5

注:国・地域ごとに気象条件や作物の種類が異なること等から、単純に農薬の
使用量を比較するだけでは農薬による環境への負荷を評価できないことに留意
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化学肥料の使用状況と課題

○ リン及び窒素は、作物の生育に不可欠な栄養素であり、化学肥料にも含まれる要素である一方、不適切な使用による水圏の富栄養化等を引き起こさな
いためには、その資源を適切に利用しつつ、収支バランスを健全に保つことが重要。

○ 肥料の施用については、土壌や作物によって異なるため、単純に国際比較することはできないが、リン収支と窒素収支は比較的高い水準。日本はリンや窒
素等の肥料原料を海外に依存しており、食料安全保障の観点からも化学肥料使用の更なる低減を図ることが必要。

○ 化学肥料の代替となる堆肥については、家畜排せつ物が畜産業の盛んな地域に偏在していることから、必ずしも有効に活用されておらず、堆肥の広域流
通や耕畜連携を一層進めることが必要。

耕地面積あたりの家畜排せつ物発生量（窒素ベース）

リン収支（2014-2016年の平均値）

窒素収支（2014-2016年の平均値）

資料：AGRI-ENVIRONMENTAL INDICATORS: NUTRIENT BALANCES (OECD2022)

（kg/ha）

（kg/ha）

資料：農林水産省「米生産費統計」を基に農林水産省農業環境対策課が作成

水田への堆肥の施用量の推移（1984～2020）
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注：収支とは、食飼料生産にかかわる投入量（化学肥料、家畜糞尿等）から
支出量（主に作物収穫）を差し引き、食飼料作物を生産する全農地で割ったもの 25

窒素収支フロー（イメージ）

資料：農研機構「食料生産～消費がもたらす窒素負荷の長期変遷～」
を基に農林水産省政策課が作成

農畜産業

加工流通

消費

食品廃棄物
食品ロス

排泄等

排泄等

溶脱
（溶出）
揮散等

水田からの
脱窒
(N２)

環境中への反応性窒素排出

水圏の富栄養化、地球温暖化、生態系サービス・生物多様性の低下

反応性窒素
リサイクル

(堆肥、作物
残渣、下水

汚泥資源等)

リサイクルされない
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有機農業の取組面積の現状

○ 世界全体の有機農業の取組面積は、近年拡大しており、2020年では74.9百万ha（全耕地面積に占める割合は約1.6%）。
○ 有機農業の取組面積割合を、主要国で比較すると、欧州諸国では高い一方、日本は、アメリカや中国と同様、1%に満たない低い水準。
○ 日本の有機農業の取組面積は、2020年では25.2千ha（全耕地面積に占める割合は0.6％）であり、年々増加しているものの、全体としては極めて低

いレベル。
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※取組面積（千ha）

世界の有機農業取組面積、全耕地面積に占める割合

資料：FiBL＆IFOAM「The World of Organic Agriculture statistics & Emerging trends 
2022」を基に農業環境対策課にて作成

(百万ha)
(%)

39千ha

注１：有機JAS認証を取得しているほ場面積は農林水産省食品製造課調べ。
注２：有機JASを取得していない農地面積は、農業環境対策課による推計（注：H22年度は「平成22年度有

機農業基礎データ作成事業」（MOA自然農法文化事業団）による推計による。H23～26年までは、H22
年度の調査結果からの推計又は都道府県からの聞き取りにより推計、H27年度以降は、都道府県からの聞
き取りにより推計し、農業環境対策課にて取りまとめ。）

注３：*（ ）内の数字は各年度における我が国の耕地面積に占める有機農業取組面積の割合。
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日本の有機農業の取組面積

➢ コーデックス委員会『有機的に生産される食品の生産、加工、表示及び販売に係る
ガイドライン（CAC/GL32-1999） 』によると、“有機農業は、生物の多様性、生
物的循環及び土壌の生物活性等、農業生態系の健全性を促進し強化する全体
的な生産管理システムである”とされている。

➢ 我が国では、有機農業の推進に関する法律（平成18年法律第112号）において、
“｢有機農業」とは、化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝
子組換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷を
できる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業”と定義されている。

有機農業の定義

74.9百万ha
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2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

資料：FiBL＆IFOAM「The World of Organic Agriculture statistics & Emerging trends 2022」
を基に農業環境対策課にて作成

注：日本は、有機JAS認証を取得していないが国際水準の有機農業が行なわれている農地面積を含む。



有機食品市場の国際比較

○ 世界の有機食品売上額は、2020年で約1,290億ドルであり、継続して増加している。
○ 国別の売上額は、米国が５兆円超、独、仏、中国が１兆円超。日本は中国に次いでアジア2位、世界では13番目の有機食品市場規模（2018年）。
○ 国別の1人あたりの年間有機食品消費額は、スイスや北欧諸国で高い傾向。日本は1,408円であり、主要国の中では低位。
○ 我が国農業にとって、成長を続ける世界の有機食品市場は魅力的な輸出市場。
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Emerging trends 2019」を基に農林水産省農業環境対策課にて作成

資料：FiBL＆IFOAM「The World of Organic Agriculture statistics & Emerging trends 2010～2022」
を基に農林水産省農業環境対策課にて作成

国別1人あたりの年間有機食品消費額（2018年）

日本

世界の有機食品売上額の推移
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資料：FiBL＆IFOAM「The World of Organic Agriculture statistics & Emerging trends 2020」を
基に農林水産省農業環境対策課にて作成

国別の有機食品売上額(2018年)

21.0 23.0 25.5 28.7 
33.2 

38.6 
46.1 

50.9 
54.9 

59.1 
64.9 63.8 

72.0 
80.0 81.6 

89.7 97.0 
105.0 

112.0 

129.0 

0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

100.0
110.0
120.0
130.0

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

(10億USドル)

27

(円)



8.1

15.1

2.9

7.7

8.6

9.9

20.2

22.6

44.5

47.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

無回答

その他

周囲の農業者の理解が得られない

品質が高い物が作れない

販路の確保が難しい

消費者に意義が伝わらない

収量が上がらない

資材コストが高い

栽培管理に手間がかかる

人手が足りない

14.2 72.3 10.1

3.5

有機農業に取り組む生産者の課題

○ 慣行栽培との経営比較では、有機栽培は除草を含む労働時間が慣行栽培より多い点が特徴。
○ 有機農業に取り組んでいる生産者に対するアンケート調査の結果、今後の有機農業の取組面積について、拡大したい14％、現状維持72％、縮小したい

10％という回答。拡大しない理由は、「人手が足りない」、「栽培管理や手間がかかる」が多い。

資料：農林水産省「令和３年度 食料・農林水産業・農山漁村に関する意識・意向調査 有機農
業等の取組に関する意識・意向調査結果」

今後の有機農業の取組面積の意向

有機農業の取組面積を縮小したい又は現状維持の理由（複数回答）

有機栽培と慣行栽培の経営比較

資料：「有機」は、NPO法人有機農業参入促進協議会が収集した実経営データ（2010年時点）
「慣行」は、農林水産省「生産費調査（水稲）」、「H19品目別経営統計（野菜、果樹）」を基に、
農林水産省農業環境対策課にて作成

○水稲の経営状況

○露地にんじんの経営状況

拡大したい 現状維持 縮小したい 無回答

農業者：2,056人

農業者：1,694人

（％）

（％）

品目
10a当たり

収量
(kg)

単価
(円/kg)

10a当たり
粗収益
(千円)

10a当たり
経費

(千円)

10a当たり
所得

(千円)

10a当たり
労働時間

(ｈ) うち除草

有機栽培 420 430 181 112 69 31 7.0

慣行栽培 518 188 97 75 22 22 1.3

品目
10a当たり

収量
(kg)

単価
(円/kg)

10a当たり
粗収益
(千円)

10a当たり
経費

(千円)

10a当たり
所得

(千円)

10a当たり
労働時間

(ｈ) うち除草

有機栽培 3,000 120 360 150 210 222 21.0

慣行栽培 3,986 89 356 142 214 172 15.3
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無回答

その他

見た目がおいしそうでないから

泥付きなどが多く、扱いが面倒だから

虫がいそうで嫌だから

買いたいと思う品がないから

（品ぞろえが不十分）

値段が高いから

（適正な価格とは思わない）

どこで買えるかよくわからないから

「有機」などの表示が本当かどうか疑わしく思うから

値段が高いから

（適正な価格だと思うが、自分の予算と比較して高い）

有機農業に係る加工流通業者及び消費者の課題

○ 有機農産物を取り扱う加工流通業者は約２割にとどまる。取り扱わない理由は、「販売価格が割高」、「既存の取引先には有機食品の取扱がなく入手で
きない」、「消費者の有機食品等に関する制度の理解が不十分」という回答が多い。

○ 一方、購入時に、有機栽培かどうかを気にかけている消費者は４割程度。有機栽培を購入したいと思わない理由は「値段が高いから」が最も多い。
○ 環境に配慮した農産物・食品の購入についての考えは、「一般の商品と同等の価格なら購入したい」(50.3％)が最も高くなり、次いで「時々であれば少し割

高でも購入したい」（34.2％）。
○ 食品を主に価格で評価する消費者や小売・流通の発想が、持続可能な農業の阻害要因となっている。

農産物購入時、農薬や化学肥料の使用を控えて栽培された農産物かどう
かを気にかけるか（単一回答）

有機食品の取扱

環境に配慮した農産物・食品の購入についての考え（単一回答）

3.2

19.1

0.3
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12.9

14.5

35.0

49.5
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無回答

その他

デザインを含む商品性が不足

売り場での品質管理が大変

商品の品質が安定しにくい

販売品の情報提供が難しい

数量の確保

周年で安定的な量の確保

消費者の有機食品等に関する

制度の理解が不十分

既存の取引先には有機食品の

取り扱いがなく入手できない

販売価格が割高

国産有機食品を取り扱っていない理由（複数回答）

取り扱っている 取り扱っていない
取り扱う品目については個別の事業所
に任せている（本社等）

6.6 30.8 24.1 21.4 17.2

いつも気にかけている ある程度気にかけている どちらともいえない あまり気にかけていない 全く気にかけていない

4.4

34.2 50.3 11.2

価格は気にせず購入したい 時々であれば少し割高でも購入したい

一般の商品と同等の価格なら購入したい 価格に関わらず購入しない

オーガニック農産物等を購入したいと思わない理由（当てはまる順に3つまで回答）

資料：農林水産省「令和３年度 食料・農林水産業・農山漁村に関する意識・意向調査 有機農業
等の取組に関する意識・意向調査結果」

流通加工業者：862事業所

消費者：155人

資料：日本政策金融公庫「消費者動向調査（2022年7月）」、農林水産省「平成27年度 農林水産
情報交流ネットワーク事業 全国調査 有機農業を含む環境に配慮した農産物に関する意識・意向調査」

調査対象：2,000人

調査対象：2,000人
（％）

（％）

（％）

（％）20.6 70.0 9.4

（％）

１番目 ２番目 ３番目
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流通加工業者：1,201事業所

有機（オーガニック）」などの表示が本当かどうか疑わしく思うから



人権デュー・ディリジェンスに係る動向

○ 国際的に企業への人権尊重を求める声が高まる中、2011年、国連人権理事会において、「ビジネスと人権に関する指導原則」が、我が国を含む全会一
致で支持され、企業活動における人権尊重の指針として用いられている。

○ こうした動きの中、各国は行動計画の策定に着手し、日本を含む26か国が策定済み。欧米諸国を中心に、企業に対し、非財務情報開示や人権デュー・
ディリジェンスを義務付ける法制度の制定が進んでいる。

○ パーム油の原料であるアブラヤシの生産現場では、強制労働や児童労働を含む人権問題が存在。森林保護と人権保護の観点から、2004年に「持続可
能なパーム油のための円卓会議(RSPO)」が設立されている。

第１の柱 人権を保護する国家の義務
●一般的な国家の規制及び政策機能（指導原則3）
●国と企業の連携 （指導原則4,5）
●紛争影響地域における企業による人権尊重の支援（指導原則7）
●政策の一貫性の確保（指導原則8～10）

【国が義務づけられる事項】
個人の権利を保護する義務を負い、ビジネスが人権に与える悪影響に
ついて防止し、救済するための法律や政策の実施（例：ビジネスと人
権に関する行動計画）

第２の柱 人権を尊重する企業の責任
●企業方針によるコミットメント（指導原則16）
●人権デュー・ディリジェンス （指導原則17～21）
●救済への取組（指導原則22）
●置かれている状況を踏まえた対応（指導原則23,24）

第３の柱 救済へのアクセス
●国家による司法手続（指導原則26）
●国家による非司法的苦情処理の仕組み（指導原則27）
●非国家基盤型の苦情処理の仕組み （指導原則28～30）
●非司法的苦情処理メカニズムの実効性の基準（指導原則31）

行動計画 法令・ガイドライン

米 2016年公表 ・ウイグル強制労働防止法（2021年）

英
2013年公表
2016年改定

・現代奴隷法（2015年）

独 2016年公表 ・サプライチェーン法（2021年）

仏 2017年公表 ・企業注意義務法（2017年）

EU 未策定
・非財務情報開示等に関するＥＵ指令（2014年）
・企業持続可能性デュー・ディリジェンス指令案（2022年）
・EU市場における強制労働産品禁止規則案（2022年）

加 未策定
・サプライチェーンにおける強制労働および児童労働との闘いに
関する法律の制定と関税率の改正に関する法案（審議中）

日本 2020年公表

・責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドラ
イン（2022年）
・食品産業向け人権デュー・ディリジェンスガイドライン（策定作
業中）【企業が求められる事項】

人権方針の策定
人権リスクの特定・予防・軽減
救済のための人権デュー・ディリジェンスの実施

【国が求められる事項】
司法のみならず非司法的な救済手続きの提供
【企業が求められる事項】
苦情処理メカニズムの設置

「ビジネスと人権に関する指導原則」概要（三つの柱） 各国の行動計画と法制度
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（事例）パーム油の生産現場における人権問題

⚫ パーム油の原料であるアブラヤシの主な生産地であるインドネシ
アとマレーシアにおいて、アブラヤシ農園や工場では、労働者が
劣悪な労働環境で働き、強制労働や児童労働を含む人権問
題が存在。

⚫ 2004年に、世界自然保護基金(WWF)を始めとする関係団
体が中心となり、非営利組織「持続可能なパーム油のための円
卓会議(RSPO)」が設立され、森林保護と人権の問題が提起
された。また、2007年に、RSPOによってパーム油の国際認証
制度が制定された。



持続可能性に配慮した輸入原材料調達における現状と課題

○ 「持続可能な食料生産・消費のための官民円卓会議 ＥＳＧ/人権部
会」等において、商社・食品企業の持続可能性確保に係る取組を支援
し、商社を中心としたトレーサビリティの強化による食品業界全体の底
上げ。

○認証制度の消費者への普及啓発等による持続可能性に配慮した食品
の需要拡大により、持続可能性に配慮した原材料を活用した食品の消
費増。

○人権対応に係る優良事例等をとりまとめる他、業界向けガイドラインを策
定し、セミナー等により食品企業に広く周知するとともに、現場で活用さ
れるように食品製造・流通・小売業者に働きかけ。

○生産国における国際認証取得支援やトレーサビリティの確立による環
境・人権対応の強化に向けた支援等。

○上場食品企業のうち「持続可能性に配慮した輸入原材料調達」に関する取組
をIR資料に記載し実施している企業の割合。

現状：36.5％（2021年）⇒目標：100％（2030年）

○経済産業省の「サプライチェーンにおける人権尊重のためのガイドライン」を踏まえ、
農林水産省が2022年度中に食品産業版ガイドラインの骨子を策定予定。

○国際認証取得支援やトレーサビリティの確立に向け、日本のチョコレート業界関
係者や専門家をガーナに派遣し、現地サプライヤー、カカオ生産者、ガーナ政府、
NGOとのワークショップを開催するとともに、現地の生産農家に対して技術講習
会を実施。

輸入原材料調達の実現に向けた課題

○ 世界的なSDGsの取組が加速し、輸入原材料に係る持続可能な国際認証等が欧米の食品企業を中心に拡大。世界的に、食品企業が原材料調達に
当たって、生産現場の環境・人権に配慮した取組が必要とされている。

○ 国内においては、上場食品企業のうち「持続可能性に配慮した輸入原材料調達」に関する取組を実施している企業の割合は36.5％（2021年）。みど
り戦略KPIでは、2030年までにこれを100％に向上することを目標としている。

○ 今後、商社を中心としたトレーサビリティの強化による食品業界全体の底上げ、認証制度の消費者への普及啓発、人権対応に係る優良事例の横展開等
による周知、生産国における国際認証取得支援等の環境・人権対応の強化に向けた支援等が必要。

○世界的なSDGsの取組が加速し、輸入原材料に係る持続可能な国際認証
等が欧米の食品企業を中心に拡大。

○食品企業が原材料調達に当たって、川上の環境・人権へ配慮した取組が必
要とされる。

カカオ豆アブラヤシ（パーム油）

国際フェアトレード認証ラベル レインフォレスト・アライアンス認証
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輸入原材料調達の現状（世界）

輸入原材料調達の現状（国内）



➢ 畜産物の輸出拡大が「食料・農業・農村基本計画」に示され、国際的な動向に配
慮した生産が求められている。

➢ 民間団体の作成した飼養管理等の指針はあるが、国が指針を定めていない。
➢ AWに対する社会的な関心が高まっている。

アニマルウェルフェアに係る動向

➢ EUや米国の一部の州は、OIEコードよりも「通常の行動様式を発現する自由」
を重視した規制を課している。

国・地域 法規制の例

ＥＵ
（EU指令による規制の例）
・採卵鶏のバタリーケージや雌豚の妊娠ストール(妊娠期12週間)の使用禁止

米国

（州政府による規制の例）
・子牛用ストールの禁止又は制限：９州
・雌豚の妊娠ストールの禁止又は制限：10州
・採卵鶏のバタリーケージの禁止又は制限：11州

世界の動き

諸外国におけるAWに関する法規制等

➢ 国際獣疫事務局（OIE）がAWの国際基準（OIEコード）を総会を経て策
定。加盟国は国内規制を検討する際に参照している。

➢ 国際基準に準拠した生産を推奨するため、国が新たに飼養管理等の指針を策定・
公表する。

➢ 生産から流通・消費にわたる幅広い関係者を招集した意見交換会を開催。
➢ 国内外の研究成果の収集、各国の取組の調査、流通・外食・小売等のニーズの把

握等を実施。

日本の対応

対応

➢ 家畜の飼養管理の一般原則として、
・「動物の愛護及び管理に関する法律」
・同法に基づいた「産業動物の飼養及び保管に関する基準｣や「動物の殺処分方法
に関する指針」

が定められている。

日本の法規制

○ アニマルウェルフェア（AW）は、家畜を快適な環境下で飼育することにより、家畜のストレスや疾病を減らす取組。
○ 「５つの自由」（① 飢え、渇き及び栄養不良からの自由、② 恐怖及び苦悩からの自由、 ③ 物理的及び熱の不快からの自由、④ 苦痛、傷害及び疾

病からの自由、 ⑤ 通常の行動様式を発現する自由）は、AWの状況を把握する上で役立つ指針とされている。
○ 国際獣疫事務局（OIE）は、国際基準となる畜種ごとのAWに関するコード(OIEコード)を採択している（但し、採卵鶏については採択に至っていない）。
○ AWはSDGsの目標12の「持続可能な生産と消費」や企業のデュー・ディリジェンスとの関連で重要であるとされている。
○ 日本においては、民間団体が国の支援の下、自主的な飼養管理等の指針を作成。今後、国際基準に準拠した生産を推奨するため、国が新たに飼養管

理等の指針を策定・公表する予定。

日本におけるAWをめぐる動き

畜 種 OIEコード 畜 種 OIEコード

採卵鶏 （2021年の総会で採択されず） 肉用牛 2013年採択

豚 2018年採択 馬 2016年採択

ブロイラー 2013年採択 輸送 2005年採択

乳用牛 2015年採択
疾病の管理を目的と

した殺処分
2005年採択

国際基準
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《商品化後のロス削減の取組》

①厳しい納品期限（３分の１ルール）等の商慣習の見直し
を経営層に強力に要請

②企業の定期情報開示における食品ロス削減の取組状況に
関する記載を経営層に要請

③消費者の行動変容を官民協働で啓発

④賞味期限の延長、AIを活用した需要予測の精緻化等民
間等が保有する新たな技術・手法の導入、新商品の開発
促進書など企業開示において、サステナ

《上記を実施しても発生する期限内食品ロスへの対応》

⑤製造事業者や物流事業者とフードバンクとのマッチングや
ネットワークの構築を官民協働で推進

⑥フードバンク等における保管、運搬、人員の確保方策の収
集・共有

事業系食品ロス量

食品ロス削減の取組における現状と課題

○ 生産現場のみならず、加工・流通・消費を含めたフードチェーン全体での持続可能なシステムを構築するべく、食品産業分野の取組が必要。
○ 日本の事業系食品ロスは2000年度で547万トン、直近５年平均で334万トン。みどり戦略KPIでは2030年度に273万トン（2000年度比で半減）

まで減らすことを目標としている。
○ 食品ロスは、外見や規格に拘る製造・消費習慣や1/3ルールに代表される厳しい納品期限などの商慣習も要因の１つ。このような習慣を見直すとともに、

賞味期限の延長や需要を予測するAI技術の開発、消費者への啓発により更なる削減を進める。
○ 以上の取組を行った上で発生する賞味期限内食品については、フードバンクや子ども食堂への寄附が進むよう企業とフードバンクとのマッチングやネットワーク

の構築を官民協働で推進し、経済的弱者支援に貢献することを目指す。

（万トン）

事業系食品ロス量の削減に向けた課題と対応

・厳しい納品期限（３分の１ルール）等の商慣習の残存
・賞味期限を延長する技術の普及
・フードバンク等におけるインフラ（倉庫、車両、人員等）
の不足

・製造事業者や物流事業者とフードバンクとのマッチングと
ネットワークの構築
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製造日

納品期限

販売期限

賞味期限

２
か
月

［賞味期間６か月の例］

製造
・卸

小売

消費
者

２
か
月

ロス
発生

２
か
月

ロス
発生

課題

主な対応

３
か
月
に
延
長

81万トン

(推定)
50万トン

(推定)

2015年 2020年10年

商品化後
のロス

製造中
のロス

57万トン：
小売での
期限切れ

24万トン：
製造・卸での
返品

2030年度
（半減目標年）

直近５年平均

334万トン

273万トン

（基準年（2000年度）：547万トン）

40％削減



環境やサステナビリティに係る消費者の意識と行動

資料： PwCサステナビリティ合同会社「サステナブル消費者調査 2019」、 PwC Japanグループ「サステナビリティに関する消費者調査2022」

注：小数点以下四捨五入のため、合計は必ずしも100％とならない
34

○ 持続可能な農業・食料の確立に向けては、調達、生産、加工・流通、消費のフードチェーン全体での取組が不可欠であるが、各段階において課題が存在。
○ 諸外国と比較して日本においては、「サステナブルな商品の購入経験」、「環境・社会課題に対する問題意識と行動実践に対する理解」、「商品購入時の

環境・社会への配慮」に対する消費者の意識が低調。
○ 日常生活の中で環境や社会に配慮して作られた商品（フェアトレード、再エネの使用、環境に優しい原材料など）を購入すると回答した割合は７％。
○ SDGs、サステナビリティ、エシカル消費、ESGといった言葉の認知度・理解度は過去３年間で４～５倍と高まってきていることから、消費者意識の更なる理

解醸成とそれに伴う行動変容が求められる。
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57%
66% 69%26%

15%

17%
20%

32%

17%

12%
6%

21%
11%

6% 6%

環境・社会課題に対する問題意識と行動実践

必要性を理解・共感し、
行動を実践

必要性を理解した上で共感

必要性を理解

必要性を感じていない

商品購入の際に、環境・社会への配慮を…

29%

57%

46%

58%

72%買物のときにエコバッグを持参する

日常生活の中で節電や省エネを心掛ける

リユース・リサイクルできるものを確認し分別する

マイボトルを持ち歩く

社会や環境に配慮してつくられた商品を買う

身
の
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と
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・
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日常生活の中で実践していること（複数選択可）
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42%
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43%

43%

23%

32%

34%

44%

35%

日本のポイントは特に低い

（フェアトレードを実施している・再生可能エネルギーを使っている・環境に優しい
原材料でできているなど）

常に意識している

まったく意識していない
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6% 3% 3% 購入したことはあるが、
継続するつもりはない

購入したことがない

購入したことはあるが、
今後も継続するか分からない

購入したことがあり、
今後も継続したい

SDGs サステナビリティ／
持続可能性

エシカル消費 ESG
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日本の消費者のサステナビリティ関連用語の認知度・理解度

人に説明できる

大まかな意味はわかる

過去3年間で4～5倍に拡大



【Eco-Score】（フランス ）
総合評価を、AからEの5段階のスコアでカラー表示。
仏政府のLCAで評価しつつ、補完的にボーナス（例：有機栽培）やペナルティを加減。

【Planet-Score】（フランス ）
総合評価と個別評価を、それぞれAからEの5段階のスコアでカラー表示。
仏政府LCAの指標を生物多様性等の観点から一部補完・改定し評価。

【Eco Impact】（英国 ）
総合評価を、A＋からGの8段階のスコアでカラー表示。
世界中のデータベースを統合したLCAに基づき評価。

環境影響表示に係る海外の取組
○ 消費者の理解・行動変容等を促進するため、サステナビリティの確保に向けた生産者の努力と工夫について、ラベルを含めた「見える化」の取組が進められて

いる。
○ 国際的には、統一的な食品環境ラベルの制度化に向けて、欧州を中心とした各国政府や民間イニシアチブが取組を進めている。多くのラベリングは、信頼性

が高く比較可能な情報としてライフサイクルアセスメント（LCA）による定量的な数値をスコア化した表示を軸としている。
○ また、気候変動だけでなく、生物多様性、動物福祉（アニマルウェルフェア）等を含めた複数の指標を統合したラベルが主流となってきている。

国内のラベル例

CFP
（カーボンフットプリント）

各製品のGHG排出量

いきものマーク
生物多様性に配慮した活動

認証制度
有機JAS、GAP認証、

水産エコラベル等

EU フランス 民間イニシアチブ

Farm to Fork戦略 気候変動対策・レジリエンス強化法
Foundation Earth、
Foodsteps等

ス
ケ

ジュ
ー
ル

2024年までに枠組を提案
2020年～2021年に実証事業実
施済み
2023年1月より本格始動を目指す

2021年秋に実証事業を実施
済み
2022年中の本格始動を目指
す

対
象

気候変動、動物福祉等
気候変動、農薬、生物多様性、動
物福祉等

気候変動、水使用量、水汚
染、生物多様性

海外における主要な食品環境ラベル

※EUの農産物に適用する
環境基準を輸入農産物に
も適用する可能性

＜実証事業が行われている食品環境ラベルの例＞
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○ 消費者に対して、生産者の環境負荷低減の努力を理解してもらうため、その「見える化」を推進。
○ 国内の新たな取組として、コメ、トマト、キュウリの３品目を対象に温室効果ガス簡易算定シートを作成するとともに、消費者への訴求効果についてラベル

表示の効果を検証する販売を実施中。
○ 今後、「見える化」の対象品目の拡大を図るほか、生物多様性保全等の他の指標を追加することが必要。

環境影響表示に係る国内の新たな取組と今後の課題

農産物のGHG簡易算定シートの作成 （コメ、トマト、キュウリで試行）

地域又は県の標準的栽培での排出量
（品目別）

対象生産者の栽培方法
での排出量（品目別）

生産者の栽培情報を用いて、農地でのGHG排出を試算。
化学肥料・化学農薬削減や中干し延長などによる排出削減量と、
たい肥やバイオ炭施用による吸収量を簡易に算定し、その地域で
の慣行栽培と比較して、当該生産者の栽培方法でGHG排出が何
割削減されたかを評価。

排出（農薬、肥料、燃料等）
ー吸収（バイオ炭・堆肥 ）

１００％ ー = 削減率（％）

コメ・トマト・キュウリの実証では、
削減率５％以上で★１つ、
削減率10%以上で★２つ、
削減率20%以上で★３つ
を付与

サンプラザ（Kawabata farm）

消費者等にわかりやすい表示・広報
温室効果ガスの削減効果を等級ラベル表示した農産物（令和4年度はコ
メ、トマト、キュウリ）を実証販売。脱炭素技術をPOP等に書くことにより消
費者に訴求。（2022年12月時点で15社23か所で実施）

オイシックス・ラ・大地
株式会社

日本農業株式会社

JAみやぎ登米 × TARO TOKYO ONIGIRI

株式会社 東急ストア
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（例）



○ 2006年に策定された国連責任投資原則（PRI）において、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）に配慮した投
資行動等が提唱されて以降、欧米を中心に、本原則に沿ったESG投資が拡大。

○ 2015年９月に年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が PRIに署名して以降、日本国内でもESG投資が本格化。
○ ESG投資の判断材料となる、企業の非財務情報（サステナビリティ情報）の開示義務化等が、国内外で急速に進展。
○ 国内産業の持続的な発展を図るためには、ESGに対する正確な理解のもと、企業の取組を進めていくとともに、その取組内容を効果的に開示し、第三者

機関等の適切な評価等を確保していくことが重要。

ESG投資に係る動向

PRIへの賛同（署名）投資機関数の推移

2015年９月に年金積立
金管理運用独立行政法人
（GPIF）が PRIに署名
して以降、日本国内でも
ESG投資が本格化。

※ 2022年9月時点で、
署名者数は5,179機関

資料：Global Sustainable Investment Alliance （2021年） 「Global Sustainable Investment Review 2020」, p.9に基づき作成
注：欧州と豪州・NZでは、サステナブル投資の定義に大幅な変更が加えられたため、地域間および2020年以前のデータとの直接比較は正確にはできない。

※ 2021年の国内のサス
テナブル投資は、3.7兆ド
ル（140円／ドル換算）

日本

サステナビリティ情報開示義務化の動き

その他の動き

＜国内＞
・2022年４月に新設された東証プライム市場の上場企業に対し、気候関連財務情報開
示（TCFD）又はそれと同等の気候変動開示を要求。（東京証券取引所のルール）
・金融商品取引所に基づく有価証券報告書について、サステナビリティ関連情報の開示を
義務付け。（2023年度から始まる会計年度から適用予定）

＜海外＞
【EU】「企業持続可能性報告指令（CSRD）」の案を公表。非財務情報の開示義務適
用対象をすべての大企業と零細規模を除くすべての上場企業に拡大。（2023年１月以
降から始まる会計年度に適用予定。）
【英国】会社法等を改正し、従業員500人以上の上場企業等に対し、TCFDに基づく開示
義務の適用を開始。（2022年４月から実施済み）
【米国】米国証券取引委員会（SEC）が気候関連開示を義務化する規制案を公表。
（早ければ2023会計年度から段階的に適用開始。）

〇 IFRS財団による新たな国際基準の検討
・国際会計基準財団（IFRS財団）は、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）を設
置し、既存のサステナブル情報開示ルールを包摂する新たな国際ルールの策定を検討。
2023年の早い時期に最終化を目指す。

・これに対応する形で、日本の（公財）財務会計基準機構（FASF）は、日本サステナビ
リティ基準委員会（SSBJ）を設置し、上記国際基準を踏まえた、国内開示ルールの
検討を開始。

〇 自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
・自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）は、土壌、水、生物資源などの自然資
本に関するリスクや機会を適切に評価し、開示するための枠組を構築するため、金融機関
等の民間企業が参加する国際的な組織として2021年に発足。これまで試用版（β版）を
複数回公開し、枠組の正式公表（2023年9月予定）に向けて議論を進めている。

世界の主要市場におけるサステナブル投資残高
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再エネ・バイオマスの推進

○ バイオマスとは、「動植物に由来する有機物である資源（化石資源を除く。）」であり、大気中の二酸化炭素を増加させない「カーボンニュートラル」と呼ばれ
る特性を有しており、エネルギーとして活用することは、地球温暖化の防止、循環型社会の形成の課題解決に大きく寄与。

○ 我が国のバイオディーゼル燃料の多くは、廃食用油により生産され、自家消費用など小規模に利用されている。
○ 昨今、廃食用油を含め国産バイオマスについては、持続可能な航空燃料「ＳＡＦ」の重要な原料の１つとして注目されており、政府は、本邦エアラインによ

る燃料使用量について、2030年時点の燃料使用量の10％をＳＡＦに置き換えるとの目標を設定。他方、廃食用油は食料安定供給の観点で貴重な配
合飼料原料でもあることから、食料と燃料のバランスを配慮しつつ、国内における廃食用油等の原料調達を行うことが課題。

事務局：国土交通省、資源エネルギー庁

ＳＡＦ製造・供給ＷＧ

ＳＡＦ流通ＷＧ

事務局：資源エネルギー庁

事務局：国土交通省

ＳＡＦ官民協議会 構成員
民 間：航空会社、空港会社、石油元売会社等
政 府：国土交通省、資源エネルギー庁、農林水産省、

環境省

テーマ：ＳＡＦのサプライチェーン構築、国産ＳＡＦのＣＯＲＳＩＡ適格燃料登録・認証

テーマ：国産ＳＡＦの製造・供給、ＳＡＦ原料の安定確保

資料： 資源エネルギー庁「第１回官民協議会資料」を基に作成

我が国においては、廃食油は貴重な配合飼料として再利用されるなど、食料の安
定供給等の観点からも、既存の利用等に影響が及ばないことに配慮しつつ、廃食
用油を含む国産バイオマス原料のＳＡＦ原料供給の可能性について、関係省庁
と連携して検討を進めていく。

政府は、本邦エアラインによる燃料使用量について、2030年時点の燃料使用
量10％をＳＡＦに置き換えるとの目標を設定。

国内における廃食油等の原料調達が課題の１つ

ＳＡＦの導入を加速させるため、技術的・経済的課題や解決策を官民で協議し、一体となって取組を進める場として、令和４年４月、「持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）
の導入促進に向けた官民協議会」が設立され、農林水産省も参画。

油種
消費量
（万kl.）

導入実績
(万kl.）

導入比率

日本 ガソリン 5,130 83 約1.6％

軽油 2,544 ｰ －

欧州 ガソリン 10,121 517 約5.1%

軽油 31,769 1,556 約4.9%

米国 ガソリン 54,215 5,434 約10.0%

軽油 22,561 789 約3.5%

ブラジル ガソリン 5,851 2,710 約46.3%

軽油 5,756 396 約6.9%

【諸外国のバイオ燃料の導入状況】

【バイオ燃料毎の特性等】
〇 バイオエタノール
用途：ガソリン代替のバイオ燃料
主な原料：サトウキビ、トウモロコシ、小麦など

〇バイオディーゼル
用途：軽油代替のバイオ燃料
主な原料：パーム油、菜種油、廃食用油など

【諸外国のバイオ燃料事情】
〇 欧米やブラジルでは、燃料供給事業者に対

するバイオ燃料の利用義務やガソリンへの混
合義務等により導入を促進。

〇 バイオディーゼル燃料は油糧作物（菜種、
ひまわり、パーム）や廃食用油から製造され
るが、我が国では廃食用油を利用した生産
が主流であり、小規模に生産している事業
者が多い。

〇 一部の自治体では、ごみ収集車や市営バ
スなどの公用車を中心に利用されている。

〇 バイオディーゼル燃料の製造量は2020年
度実績は11,701㎘で、１事業者平均は
325㎘。

持続可能な航空燃料「SAF」の導入促進

バイオ燃料について 【バイオディーゼル燃料
製造量の規模（年間）】

資料：全国バイオディーゼル燃料利用推進協議会「バイオディーゼル燃料取組実態等調査（2020年度実績）資料：資源エネルギー庁「バイオ燃料の導入に係る高度化法告示の検討状況について（2019年６月）より作成

22%

11%

36%

11%

11%

9%

5㎘以下

11～50㎘

51～100㎘

101～500㎘

501㎘以上
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２．基本法制定以降の情勢の変化

(4) 気候変動等の環境の変化による

国内の食料・農業への影響と対応
ー 気候変動により、農作物の品質低下、栽培適地の変化など、農作物に大き

な影響を与えている。これに適応する生産安定技術、品種の開発・普及など
を推進する必要。

ー また、災害の激甚化・大規模化の傾向が見られており、生産基盤の防災・減
災機能の維持・向上などを推進する必要。

ー これに加え、病害虫や家畜伝染性疾病の国内への侵入・まん延による、食料
安定供給に対するリスクが増大。デジタル化やAIを活用した予察技術の開発
等による動植物防疫の強化を推進する必要。
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○ 日本の年平均気温は、100年あたり1.30℃の割合で上昇。2020年の日本の年平均気温は、統計を開始した1898年以降最も高い値 (2022年は過
去４番目に高い値)。

○ 農林水産業は気候変動の影響を受けやすく高温による品質低下などが既に発生。
○ 降雨量の増加等により、災害の激甚化の傾向。農林水産分野でも被害が発生。

地球温暖化による気候変動・大規模な自然災害の増加

◼ 日本の年平均気温偏差の経年変化

年平均気温は長期的に上昇しており、特に1990年以降、高温となる年が頻出

白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・水稲：高温による品質の低下 ・リンゴ：成熟期の着色不良･着色遅延

◼ 農業分野への気候変動の影響

年平均気温偏差

5年移動平均値

長期変化傾向

◼ １時間降水量50mm以上の年間発生回数

◼ 農業分野の被害

浸水したキュウリ
（2019年８月の前線

に伴う大雨）

被災したガラスハウス
（2019年房総半島台風）

2012年～2021年の10年間の平均年間発生回数は約327回
1976年～1985年と比較し、約1.4倍に増加
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近年の自然災害

○ 近年、豪雨や台風等の大規模な自然災害が頻発しており、令和元年東日本台風等、令和２年７月豪雨、令和２年から３年までの冬期の大雪、令和
３年８月の大雨などにより、農林水産業に甚大な被害をもたらしている。
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令和元

（2019）

2

(2020)

3

(2021)

（億円）

熊本地震

北海道胆振東部地震

2021年の被害額は未確定のため、
2022年３月31日時点の集計

農林水産関係の被害額

令和２年７月豪雨
（2020.7.3～31）

・ 梅雨前線が停滞し、暖かく湿った
空気が流れ込み続け、西日本から東
日本の広い範囲で大雨となった。
・ 河川の氾濫による農地への土砂
流入、農業用機械等の損壊、山腹
崩壊、沿岸の流木被害等が発生。

農作物等 186.3億円

農地・農業用施設 1,032.5億円

林野関係 970.2億円

水産関係 19.0億円

合計 2,207.9億円

令和３年８月の大雨
（2021.8.7～23）

【2022年３月31日時点の情報】

令和２年から３年までの冬期の大雪
（2020.11～2021.4）
【2022年３月31日時点の情報】

・ 12月の中頃から1月上旬にかけて、
日本付近に断続的に強い寒気が流
れ込んだ影響で、日本海側を中心に
記録的な大雪となった所があった。
・農業用ハウスや畜舎等の倒壊、果
樹の枝折れ、倒伏等が発生。

農作物等 203.3億円

林野関係 3.0億円

水産関係 4.0億円

合計 210.4億円

農作物等 88.0億円

農地・農業用施設 441.5億円

林野関係 322.9億円

水産関係 3.7億円

合計 856.1億円

・ 日本付近に停滞した前線に暖かく
湿った空気が流れ込み続け、九州
地方を始めとした全国各地で大雨と
なった。
・ 農業用施設や林道施設等で
法面崩れや山腹崩壊等が発生。

令和元年東日本台風等
（台風第19号等）

（2019.10.10～26）

・ 大型で強い勢力を保ったまま伊
豆半島に上陸し、数百㎞の範囲で
暴風雨が吹き、関東・東北・北陸・
東海地方を中心に記録的な大雨。
・ 河川決壊に伴う、農地や果樹園
への流出土砂の堆積等が発生。

農作物等 404.4億円

農地・農業用施設 2,101.3億円

林野関係 806.7億円

水産関係 134.6億円

合計 3,446.2億円
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農産物の収量や品質、栽培適地などの将来予測
○ CO2濃度が増加し続け日本での気温上昇が大きくなる悲観的な条件では、品種の構成や栽培技術が変わらないと仮定した場合、日本全体の水稲の収

量は、今世紀末には20世紀末の約80％に減収すると予測。日本全体の白未熟粒率の平均値は、今世紀末では約40％と予測。
○ ぶどうは主産県において高温による着色不良発生頻度が上昇し、りんごやうんしゅうみかんは栽培適地が北方や内陸地へ移動することが予測されている。
○ 農業現場に適切な適応策を導入し、気候変動による影響を軽減することが必要。

うんしゅうみかんの栽培適地予測りんごの栽培適地予測

資料：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」(2019) 資料：農林水産省「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」(2019)

RCP8.5(高位参照シナリオ)
資料： Yasushi ISHIGOOKA, Toshihiro HASEGAWA, Tsuneo KUWAGATA, Motoki NISHIMORI, Hitomi WAKATSUKI (2021) Revision of estimates of climate change impacts on rice yield and quality in Japan 
by considering the combined effects of temperature and CO2 concentration. Journal of Agricultural Meteorology, 77 (2), 139-149, doi:10.2480/agrmet.D-20-00038 (Licensed under CC BY 4.0)

資料：農業・食品産業技術総合研究機構「ブドウ着色不良発生頻度予測詳細マップ」（2019）

1981-2000 年
1981ｰ2000年 2046-2055年

収量
※1981～2000年平均
を100として

白未熟粒率

低 高 低 高

機密性〇情報                              〇〇限り 

 

1981-2000 年 

 

2031-2050 年（RCP4.5） 

 

1981ｰ2000年

2046-2055年

2031-2050年

ぶどう「巨峰」（露地栽培）の着色不良発生頻度予測水稲の2081年～2100年の収量及び白未熟粒率予測

RCP4.5(中位安定化シナリオ)

RCP8.5(高位参照シナリオ)

RCP8.5(高位参照シナリオ) 42
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家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延リスクの増大

○ 気候変動や農地利用の変化に伴い、家畜の伝染性疾病を媒介する野生生物の分布域が拡大。気候変動によりミカンコミバエ等の病害虫も発生地域の
拡大、発生時期の早期化、発生量の増加が確認されている。

○ 訪日外客数は20年間で約7倍増加、持込禁止品の摘発件数も増加しており、これまでに国内で発生していなかった病害虫や家畜の伝染性疾病の侵
入・まん延リスクが増大。

○ これらの家畜の伝染性疾病や病害虫は食料生産を脅かす存在であり、中国では2018年のアフリカ豚熱（ASF）発生により、豚の飼養頭数が約4割減
少し、豚肉価格が大幅に高騰。2018年に鹿児島県等で発生したサツマイモ基腐病により単収は平年と比べ２割減少した。

訪日外客が持ち込んだ

豚ソーセージ

資料：環境省「全国のニホンジカ及びイノシシの
個体数推定及び生息分布調査」

中国の豚肉価格の推移野生イノシシの生息分布図

（元/kg）
ASF発生

（推移(%)）

飼養頭数は
約４割減少

ASF発生

中国の豚飼養頭数の推移

（万人） 訪日外客数と禁止品の摘発件数

440万人

3188万人

資料： alic「中国の養豚業におけるアフリカ豚熱の影響」

資料：（訪日外客数）日本政府観光局
(禁止品摘発件数）農林水産省「動物検疫統計」「植物検疫統計」

家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延リスクの増加 家畜の伝染性疾病の拡大による食料生産への影響

（万件）

11.0万件

1.7万件（動物）
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罹病により収穫が皆無となったほ場

サツマイモ基腐病による被害

病害虫による食料生産への影響

資料：農林水産省「作物統計」
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2,370 
2,300 2,330 

1,970 
1,850 

1,500

1,800

2,100

2,400

2,700

3,000

2016 2017 2018 2019 2020 2021

かんしょの単収（鹿児島県）

基腐病発生

(匹)

果実を食害する
ミカンコミバエの幼虫

2.8万件（植物）

12.5万件

九州地方における
ミカンコミバエ種群の誘殺状況

約20元

約50元

資料：農林水産省植物防疫課調べ

2018.1 2018.8 2019.12

2018.1 2018.8 2020.22017.7



○ 災害や気候変動に強い持続的な農林水産業を構築するため、以下のような取組を行う必要。
① 気候変動リスクの情報の提供、気候変動に適応する生産安定技術・品種の開発、気候変動等の影響を考慮した作物の導入
② 生産基盤の防災・減災機能の維持・向上等の推進
③ 病害虫の侵入・まん延、家畜伝染病の拡大などにも適切に対応するための水際対策、農場における管理の強化

気候変動等への主な対応策

白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・高温耐性品種の開発・普及
・肥培管理、水管理等の基本技術の徹底

・高温による品質の低下。
・高温耐性品種への転換が進まない場合、
全国的に一等米比率が低下する可能性。

水稲

広島県等 高温耐性品種「恋の予感」

家畜の伝染性疾病

・ハード・ソフト対策の適切な組合せによる農業用水の効率的利用、農村地域の
防災・減災機能の維持・向上

・短時間強雨が頻発する一方で、少雨による渇水も発生。
・田植え時期の変化や用水管理労力の増加などの影響。
・農地の湛水被害などのリスクが増加する可能性。

農業生産基盤

集中豪雨による農地の湛水被害

・りんごやぶどうでは、優良着色系統や黄緑色系統の導入
・うんしゅうみかんよりも温暖な気候を好む中晩柑（しらぬひ等）
への転換

・りんごやぶどうの着色不良、うんしゅうみかんの浮皮や
日焼け、日本なしの発芽不良などの発生。
・りんご、うんしゅうみかんの栽培適地が年次を追うごと
に移動する可能性。

果樹

りんごの着色不良
うんしゅうみかんの浮皮

・畜舎内の散水、換気など暑熱対策の普及
・栄養管理の適正化など生産性向上技術の開発
・飼料作物の栽培体系の構築、栽培管理技術の開発・普及

畜産・飼料作物

・夏季に、乳用牛の乳量・乳成分・繁殖成績の低下や
肉用牛、豚、肉用鶏の増体率の低下等。

・一部地域で、飼料作物の乾物収量が年々増加傾向。
・一方、寒地型牧草では栽培が困難になる地域も発生。

京都府 ヒト用の冷感素材を応用した家畜用衣料の開発

病害虫

農研機構育成品種 「しらぬひ」

・病害虫の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・AI等を活用した発生予察など病害虫の早期発見・国内防除体
制の強化

・家畜伝染病の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・農場における家畜の飼養衛生管理レベルの向上
・全国的なデータ蓄積システムの構築や遠隔診療の推進等による獣医療体制の強化

44

・家畜の伝染性疾病を媒介するおそれのある野生生物の生息域の拡大
・人やモノの移動の増加（インバウンド、e-commerce等）と共に輸入禁止品による
家畜の伝染性疾病の侵入リスクが増大

・病害虫の分布域の拡大、発生量の増加、発生時期の長期化
・人やモノの移動の増加（インバウンド、e-commerce等）と
共に輸入禁止品による病害虫の侵入リスクが増大



３．論点
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論点

【ポイント】
〇 旧基本法では、農業の食料供給の機能のみを規定していたが、現行基本法においては、農業の外部経済効果を多面的機能として

位置づけ。

〇 地球温暖化の防止や生物多様性の保全の議論の中で、農業の環境負荷などの外部不経済効果が着目される中で、食料供給も

生態系のサービスの一つと見直し、トータルの生態系サービスを向上させるという議論が主流。

〇 また、農業の在り方について、化学農薬・肥料の使用低減、ゼロカーボン等に加え、人権配慮、アニマルウェルフェア等の社会的課題

も提起されている。

〇 持続可能な農業を主流化するべきという方向で、各国では農業施策を見直し。

〇 さらに、食品産業も持続可能性の観点から、持続的に生産された原料を使用し、食品ロスを削減する等、持続可能な産業に転換

する方向。

〇 我が国においては、これらを踏まえ、みどり戦略に取り組むこととしたが、一部の人の取組にとどまり、全体での取組には至っていない。ま

た、環境や持続可能性に配慮した消費者の行動の変化も求められるようになっているが、消費者意識の醸成が必要ではないか。

〇 また、農業が環境に与える影響だけでなく、気候変動等の環境変化が農業に及ぼす、栽培適地の変化、大規模な自然災害の増

加、家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延などにも適切に対応する必要がある。

【論点】
✓ 我が国においても、食料供給を生態系サービスの一つと位置づけるという国際的な議論に合わせ、持続可能な農業を主流化する

必要があるのではないか。
✓ 食品産業や流通・消費も含め、フードチェーン全体で、食品ロス削減や持続可能性に配慮した輸入原材料調達、小売・流通や消

費者の行動変容など、持続可能性に向けた取組が必要ではないか。
✓ 持続可能な農業を一部の人の取組ではなく普遍的なものとするため、地域全体で取組を進める仕組みや、それを実現するための

「政策手法のグリーン化」を推進する必要があるのではないか。
✓ 気候変動等による栽培適地の変化、大規模な自然災害の増加、家畜の伝染性疾病や病害虫の侵入・まん延などのリスクが広が

る中、品種開発、技術開発や水際対策の強化等に加え、個々の生産者・生産地域においても、リスク管理の意識を更に高め、対
応を強化する必要があるのではないか。
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